








3&建材試験センター　建材試験情報 1  ’09

巻頭言
新年に寄せて－時は動く／7建材試験センター理事長 長田直俊

特集／長寿命化と建築
1. 新春座談会「住宅の長寿命化」を考える
＜出席者＞友澤史紀（日本大学）、村松秀一（東京大学）、司会：長田直俊（7建材試験センター）

2. 建物の長寿命を支える取り組み
①住宅履歴情報整備について／野城智也（東京大学生産技術研究所）
②住宅性能保証制度について／手塚泰夫（7住宅保証機構）

3. 建物の長寿命を支える材料と技術
①500年コンクリート／柳橋邦生（1竹中工務店技術研究所）

②ステンレス鋼／石井和秀（JFEスチール1）

③長寿命を支える木質建材の条件／原田浩司（木構造振興1）

④アルミ外装材への環境対応に卓越した粉体塗装／鈴木清隆（ECO-KS技術士事務所）

4. 建物の長寿命を支える建材試験センターの動き
①建築材料の耐久性評価技術の現状と課題
／黒木勝一（7建材試験センター中央試験所）

②住宅用外装材の長期耐久性評価手法に関する標準化
／鈴木澄江（7建材試験センター調査研究課）

③建築用発泡プラスチック系断熱材の熱抵抗の長期変化の測定方法の標準化
／菊地裕介（7建材試験センター調査研究課）

かんきょう随想（25）
阪神淡路大震災／木村建一

たてもの建材探偵団
旧日光街道草加宿

建材試験センターニュース
年間総目次
あとがき

CC OO NN TT EE NN TT SS

05

22001100

0011

建材試験情報　2010年1月号　VOL.46

08

13

22

48

50

54
56

52

18

27
31
35

41

46

47





5&建材試験センター　建材試験情報 1’10

新年，明けまして，おめでとうございます。

一昨年に始まりました米国発の世界的な金融危機は，各国政府の迅速な対応もあり，

昨年夏頃には，最悪期は脱したとの見方もありましたが，昨年末には，円高や株安，デ

フレによる景気後退と，再度の経済危機の到来が，懸念される状況になってきました。

政治面では，昨年，日米両政府の政権担当政党が交替し，国際的にも，国内でも，大き

な変化が起きています。世界は今，急速な勢いで変わろうとしています。

政治・経済といったマクロな面のみならず，私たちが関係する建築・住宅の分野でも，

大きな変化が起きつつあります。いうまでもなく住宅着工戸数は，建築・住宅分野の動向

を示す最も重要な指標の一つです。かつては年間190万戸の新設住宅が作られた時代もあ

りましたが，住宅着工戸数は，最近2年は100万戸台で推移してきました。それが昨年は大

きく落ち込み，100万戸をさらに下回り，70万戸台になるのではないかといわれています。

経済環境の変化による一時的な落ち込みと見る向きもありますが，どうも新設住宅需要の

減退と改装住宅需要の拡大という構造変化が起きている，と考えられます。

また，EUではエコ建築物の義務付けが始まるようですし，わが国でもエコ住宅の普及

が本格化しそうな傾向が見られます。

私たちの周辺では，こうしたかつて見られなかった大きな変化が，いろいろな分野，

階層で急激に起きている，というのが現状といえましょう。

私たちは，こうした急速な変化に対応していかなければなりません。変わるものと変

わらないものを見抜き，周囲の情勢変化を適切な形で取り込み，今後の発展の礎として

いかなければなりません。

建材試験センターは，第三者適合性証明機関として，既存の技術水準の維持・向上に

十分に力を注ぎ，信頼性の確保に最大限の努力を払うとともに，新しい需要の変化にも

迅速に対応する体制を整備していきます。

このため，内外の関係者との「コミュニケーション」を活発化し，時代の流れに敏感

に対応しつつ，社会的使命の遂行とお客様の満足度の向上をめざして，今年も事業を展

開してまいります。

本年は，干支でいえば「庚寅（かのえとら）」，「庚」はあらたまる，変化を表し，「寅」

は動く意味を表わすと聞いております。大きな変化が引き続き起こるかもしれない今年，

そうした変化に，適切に対応できる建材試験センターでありたいと願っております。

最後に，昨年，関係機関，建材企業，工業会の皆様から寄せられた多大なご支援に改

めて感謝申し上げますとともに，本年の変わらぬご指導，ご支援を心よりよろしくお願

い申し上げます。

財団法人建材試験センター　理事長 長田直俊
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長田：あけましておめでとうございます。

2010年の新春に当たりまして本日は建築業界の最近の

関心事となっております「住宅の長寿命化」を取り上

げ，ご専門のお二人の先生方からのお考えをお伺い

する座談会を設けさせていただきました。どうぞよろ

しくお願い致します。

昨年には「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」

が施行され“住宅の長寿命化”という言葉が目につく

ようになって参りました。日本の住宅の長寿命化につ

いては，ある意味で戦後の住宅ストックがいろいろと

現在の状況に影響しているのではないかと思われま

すが，歴史的な流れの中でどういった住宅，建築の問

題が生じてきたのか，その意味から戦後の住宅政策の

流れなどから，まずお話いただければと思います。

友澤：住宅の長寿命化問題以前に，建設省（当時）建築研究

所や日本建築学会で耐久性の研究が続いていました。

1970～80年代に鉄筋コンクリートの耐久性問題が騒が

れ，建設省耐久性総プロが行われ，1990年代に，日

本建築学会の鉄筋コンクリート標準仕様書JASS 5で，3

段階の耐久性の目標を定めて設計・施工することが提

唱されました。ここでRC造躯体100年の長寿命が設計

目標として初めて取り入れられました。2000年の住宅

品質確保促進法ではこれらをベースに3段階の劣化対

策等級を設けたのです。

今回の「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」は，

品質確保法の3等級より少しだけ長い目標寿命（強いて

いえば100年以上）を設定したものです。当初の200年

という目標寿命は，いわないことになりました。これま

で日本の住宅は短寿命ということが喧伝され過ぎ，国

民はそのようにマインドコントロールされていたと思い

ますが，ようやく長く使える住宅をなるべく多く造っ

てもらおうという基本的な考えに変わってきました。

松村：私の学生時代（1980年頃）に，建設省の住機能高度化

プロジェクトとして「センチュリーリーハウジングシステ

ム」に関わりました。そこで問題になったのは，たとえ

ばマンションの配管が床スラブの中に組み込まれてい

るため，配管を交換する際には床スラブも壊さないと

いけないことに代表されます。つまり建築材料の耐久

性，耐用性が違うサイクルのものが組み込まれて建築

されているために，換えたいのに換えられないという

問題がありました。これらの設計上の問題を整理し，

その時代のニーズに適用するよう取り組んで来てい

ます。これらがベースになって品確法や長期優良住宅

の要件にも盛り込まれました。
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【出席者】 友澤史紀 （日本大学教授）

松村秀一 （東京大学教授）

長田直俊 （&建材試験センター理事長）（司会）

東京大学教授　松村秀一

専門分野：建築構法計画、建築生産

1980年代の「センチュリーハウジングシステム」の研究開発から，

1990年代の「ハウス・ジャパン」プロジェクト，2000年代の「資源循

環型住宅技術開発」プロジェクト等にも参画し，住宅の長期耐用化手

法，更には既存ストックの有効活用手法に長年取り組んでいる。

新春座談会

「住宅の長寿命化」を考える



長田：そのお話から思い浮かぶのは，1970年代のある会社の

経営者の話です。その経営者の家では，代々の家訓と

して，その時代の社会に必要とされた製品を開発し，

各世代で産業として育ててきました。“次の世の中に役

立つものを実践せよ”，と。実際，代々の経営者は，繊

維機械，自動車などの工業化に貢献し，産業として確

立していったのです。1970年代の経営者の方が，次の

世の中で最も必要とされるもの，として白羽の矢を立て

たのが住宅でした。日本は優良な住宅のストックが乏し

い，それを何とかしなければいけない，また，新しい生

活様式にあわせた新しい住宅を供給することが必要

だ，と。その会社は，機械工業で培った技術を基に

黙々と技術開発に取り組んでいます。こうした問題は，

1970年代から80年代にかけて，ようやく世の中の共通

な認識になってきたのではないでしょうか。

友澤：1980年代から日本建築学会材料部門において長寿命

化が重要視され，材料の耐久性が検討されましたが，

建築の耐久性の基本は設計であり，設計者がどこまで

耐久性のことを考えて設計するかです。

松村：建材試験センターとの関係でいくと，1960年頃～1970

年の高度成長期には設備が複合的になり新建材が

次々と出てきました。昔は地域でやってきた手法で，

自然と淘汰され定石ができてきたものの，この時代に

は定石がなくなり経験に基づいた耐久設計の考えが

できなくなりました。今から10年ぐらい前にやっと経

験ができて来ましたが，その時にはもうその材料がな

くメンテする方も一筋縄ではいかないという問題が一

方にあるようです。

友澤：長寿命化を考える時，在来木造，プレハブ，マンション

（大規模，小規模）など，大きく区別して考えなくては

いけないと思います。今回の法律はプレハブと一般

の木造戸建住宅を対象にしているようで，マンション

には合わないような気がします。

松村：私は長期優良住宅先導的モデル事業に関わっていま

すが，基本的には年度予算であり，戸建住宅には直接

的アピールができるものの，マンションは建つまでに

時間がかかるなどで提案数が少ない。また，市場にお

いて長持ちする住宅であるということをなかなかアピ

ールできない。マンションの売買では立地と値段が優

先され，また長期優良住宅はコストもかかるなどでデ

ベロッパ－もなかなか出てきにくい状況のように見受

けられます。

長田：今回施行された「長期優良住宅の普及の促進に関す

る法律」について，期待するところなどについてお話

を願えませんか。

友澤：法律を作って，日本の建物の寿命は短いというマイン

ドコントロールを払拭させ，国民に意識を芽生えさせ

る点では意義があると思います。ただ一番大事なこと

は立地の問題で，どう建てるかでなく，どこに建てるか

が重要です。良好な住宅地であれば自然に長持ちし

ます。つまり良好な住宅地をつくることこそ政策とし

てやってほしいと思います。私は長寿命のためには，

材料の耐久性と建築物の耐久性と土地利用の耐久性

の3つが根本であると考えています。
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東京大学名誉教授，日本大学教授　友澤史紀

専門分野：建築構造・材料

建築学会鉄筋コンクリート標準仕様書の作成，鉄筋コンクリート造耐
久設計の導入，完全リサイクルコンクリートの発明などコンクリート
工学の権威として活躍。また，都市問題にも詳しい。



松村：社会資本整備審議会でもそうした意見は出ています

が，具体的にどうすればいいか，根本的な問題でなか

なか難しいですね。

200年住宅構想の自民党の勉強会に出た際には，国が

政策として長期に持つ新築住宅を取り上げる時代で

はないということを申し上げました。というのは現在

の住宅ストックは5,760万戸，一方世帯数は4,990万世

帯であり，14パーセント（7戸に1戸）が空き家で，また

住み手は高齢化してきています。問題は取り壊せなく

なった建物に長く住むという時代に入ってきたという

ことです。その中で豊かな環境での暮らしをしようと

すると，建て替えでなく，今建っている家をどんな海

に浮かばせるか，舟でなく海そのものの問題となりま

す。ちゃんとした中古住宅流通，既存建物診断評価な

どの技術，適切なメンテナンス技術，材料開発等々に

力点を移行していき，そうしたもので形作られた海の

上に浮かべれば，これまでの新築に関する技術も政

策として生きてきます。

友澤：住宅での人間の生活は昔も今も将来もそんなに変わら

ないはずなのに，これまでは新しいものへ変えよう変

えようと扇動するような風潮がものすごくありました。

今の若者達には，古い方が良いという感覚で改造す

るなど，建物に対する感覚も変わってきています。

我々の新しいものへの好奇心の時代から，古いものへ

の好みへと変わってきています。我々とは違う感覚が

育ちつつあります。

松村：空いている何の変哲もない古いビルを好んで住み着

く人々が出てきて，改造する仕事，流通する不動産も

動いてきています。

1990年代のシンガポールの学会で，どうしたら日本の住

宅は長く持つようになるかを発表しました。その時，

日本に留学した経験のあるスイス人が質問し，「あなた

の国は自転車のようなもので，こぐのを止めたら倒れ

てしまう。日本は鴨長明の方丈記の文化で，虚ろい易

い，そこが日本の良いところでもあるのでは」と言われ

ました。

日本の住宅着工数をみると，これまでの右肩上がりの

時代は100万戸／年が40年間続けられ産業が動いてき

ましたが，今年の見通しは70～80万戸／年だそうです。

人口当たりになおすと，毎年1,000人に対して10戸以

上を建築する国であったのが6戸となって，この分野

でも漸く他の先進国と同じように，普通の先進国にな

ってきたわけです。これからの時代は今までとは違っ

て，普通の時代の技術や産業のあり方，制度のあり方

へと変わってくると思います。

長田：住宅の長寿命化が進み，新築住宅から改装住宅へと

需要がシフトしてくると，幅広い分野をカバーできる職

人さんや新しい技術が必要となるなど，産業自体の形

態も変わってきますね。

ところで，環境問題からも，あまり住宅を建て替えては

いけないなどの要請が出てきたようにも見受けられま

すが。環境の側面から，長寿命化が本当に必要かとい

うことはいかがでしょうか。

松村：私は，地球環境問題から建築を論ずることは個人的に

は潔しとしません。

具体的にいうと，例えばコンクリートの耐久性を高め

るためにかぶり厚さを厚くする。鉄鋼造でも同じこと

です。そのためには資源がいる。耐震工学のある研

究者の試算ですが，100年，200年を比べた場合，1年

当たりのコストあるいは資源投入量は100年を超える

と効果がでないという捉え方もあります。必ずしも長

く持つ家が地球環境にプラスになるかが自分自身とし

てもわかりません。むしろ短い年数でリサイクル，リユ
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ースできるようにしておいた方が廃棄物問題において

は良いという考えもあります。

友澤：私は資源的な面から，長く保たせた方がよいと思いま

す。やたらにエネルギーを投入して長くなりましたと

いうのでは効果はないが，投入エネルギー量を変え

ず，工夫して長く使えば年間エネルギー消費量も少な

くなります。

もう一つの問題として，長寿命でなくてもリサイクル，

リユースができればいいと思います。

ACI（米国コンクリート学会）でも，コンクリート構造物

のサステナビリティが大きな議論になっています。こ

の秋，私は，完全リサイクルコンクリート電柱を日本の

ある企業が製品化したことや，セメントのリサイクルに

よる二酸化炭素削減に向けた研究などを紹介してきま

した。

松村：2001年に経済産業省では資源循環型住宅技術開発プ

ロジェクトを行っていました。一方で廃棄物をどうす

るか，一方で解体時をどうするかの2つの問題を抱え

て検討しているわけですが，例えば材料開発されるも

のには複合材料が多く，解体時になるとやっかいな事

になることが沢山あります。これからはいろいろなス

パンで考え，標準的な考え方にしていかなくてはいけ

ないでしょう。

長田：長寿命化の1つの目安として，200年ということが言わ

れておりますが，「200年住宅」という概念は適切でし

ょうか。

松村：現実に考えると，200年前の事を考え，これから先200

年を想像した時，地球の温暖化なども影響してくるで

しょうし，なかなか想像しにくいですね。200年はある

種の標語であり，現実に考えると具体的な技術の目標

にする問題ではないと思います。

友澤：品確法の劣化対策等級3の住宅は，すでに相当立派で

す。手入れをすれば200年でも使えると思います。た

だ，このように長寿命になると必ず住み手は変わりま

す。中古住宅の流通政策を本気で考えなければいけ

ないでしょう。

次の人が使える住宅にするには，十分な広さがあり，

無駄があるなど普遍的住宅にしておく必要がありま

す。また性能の診断ができる人の育成など売買時の

仕組みが大事です。設備の更新は絶対必要です。

松村：現在，新しく診断評価業務を育てる仕組みを国交省

で検討しています。それは保険に着目したもので，市

場で求められ，市場で動くようにするにはどうしたらよ

いかという事です。タイミングとして市場が動くのと，

行政が着目して制度を作ろうとするのが今一緒にスタ

ートして走っています。

長田：建築・住宅の長寿命化は，土地との関連無くして，語

ることはできないと思いますが，土地との関連での影

響はいかがでしょうか。

松村：日本は多くの国と違い，土地と建物の別々の登記対

象になっています。

つまり，法的にも別々の財として認識されています。

これまでの市場は，値上がりが期待できる土地ばかり

に目がいきがちでしたが，今日のように土地が値上が

りしなくなると建物がはるかに大事になってきます。

建物の利用価値や暮らしやすい街並みの価値が大事

になり，考え方が変わってくるでしょう。

また，人口も減ってくると，地域間の格差がでてくる可

能性もあります。そうなると地域のある種の経営が非
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常に重要になってきますね。

友澤：現実に東京周辺でも空家が多く，家自体も古くなって

そのままに置かれている現象が起こっています。借地

借家法問題として貸し手の保護，権利を大切にしなく

てはいけません。

松村：中古の流通の中にも賃貸経営を入れておかないとい

けないでしょう。

友澤：これからは分譲マンションの賃貸化が必ず進むと思わ

れます。

日本ではマンションなどの管理は住まい手が管理組合

などを作って管理している場合が多い。超高層マンシ

ョンなどでも，投資総額が大きいのに管理経営者（組

織）がいない場合が多く，将来大きな問題になるでし

ょう。これからはマンションの所有者が管理会社に管

理を全面的に委託する方向にもっていくことが必要で

すね。

長田：ほかに，住宅の長寿命化について全般的にお話しが

あれば，お聞かせ下さい。

友澤：中古の流通とか今回の制度でも長寿命住宅を建てる

ためのまちづくり，どこに建ててもらうのがいいのかな

ど，もっと大きな視野で制度づくりをしていくことが必

要です。今は技術的な細かいルール作りがされてい

ますが，ルールはできるだけシンプルに，大きな枠組

みだけを定め，技術や管理のやり方は民間の創意工

夫が活かせるような仕組みづくりが大切です。

松村：産業が移行していく中で，新築住宅に携わってきた人

は必ずしも中古住宅の診断がスムーズに出来ないこと

もあり，新しい知識を勉強するなどの人材育成が大事

になってきますので，ここに国費を投じる必要があり

ます。

友澤：リフォーム，設計・監理などは建築士が統括すべきで

すが，この方面で活躍する建築士が少ないのが現在

の最大の問題ではないでしょうか。この分野の専門の

ライセンスを持った建築士を多く育成する必要があり

ます。

長田：最後に，建築・住宅の長寿命化の観点を含め，今後の

建材試験センターにアドバイスなどをお聞かせ頂けれ

ばと思います。

松村：これからは，日本も普通の国になっていきます。新築

と増改築投資のバランスが大体半分半分に変わって

行くでしょう。改修や補強など既存の建物の性能を上

げるうえでの材料開発が出てきますが，その分野をリ

ードする役割があるのではないでしょうか。新築とは

違った評価など，大きく改革すべきところです。

友澤：試験して評価することは大事ですね。世界の試験機関

は研究的にかなり権威を持っています。日本の試験・

評価機関は行政サービス的に見られすぎています。

費用の面でも中央省庁の手伝いになっている部分も

あるので，建材の新しい評価力を向上させ，自ら世の

中に積極的に出ていくことが大事でしょう。そのため

にはお金が必要ですが，今は試験の費用が安すぎる

のではないでしょうか。

長田：住宅の寿命を延ばす取り組みとして，「つくっては壊す」

フロ－型社会から，「いいものをつくって，きちんと手

入れして，長く使う」ストック型社会への転換が始まり，

これらを促進していくため，中古住宅の流通，需要に

応えられる住宅産業のあり方，長期使用を促進するた

めの金融システムなどもこれから重要になってまいり

ますが，先ほどのお話にでてきた海の上に浮かぶ舟

のたとえのように，建物そのものに加え，住宅を取り

巻く環境としての街づくりなども大変重要なことであ

ることを，改めて認識いたしました。

当センターも先程ご助言を頂きましたように試験機

関・評価機関として材料開発への積極的な役割を果

たすことにより，住宅の長寿命化の一端を担い社会に

貢献して参りたいと存じます。

本日は長時間にわたりありがとうございました。
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1．何故，住宅履歴書なのか

住宅履歴書（別名　家歴書，すまいの血統書，愛称　す

まいかるて）とは，筆者らが，2004年度から提唱している

概念で，

①建築がどのような部品・部材で構成され，

②誰によってどのように設計・製造・施工・維持改修保全

及び検査・評価がなされ，

③どのような仕様（技術的詳細）と性能を有しているのか

を再現するためのひとまとまりのデータ群を指す。具体的

には，住宅履歴書には，設計図や施工図，工程の記録や写

真，維持保全歴，設計・製造・施工・維持保全に携わった

組織や人のリストなどの原資料が含まれる。

何故，いま住宅履歴書が重要で，その仕組みづくりが近

年進められてきたのか，その背景となるニーズを以下に列

挙する

（1）ニーズ1 維持保全努力への動機付け創出

現在の日本の住宅は短寿命であるといわれている。実際，

小松幸夫らの一連の研究によれば，日本の木造住宅の寿命

（＝住宅が新築されてから除却されるまでの年数）の平均

は40年～50年程度であり，欧米の住宅の寿命に比べて遜色

があることを否めない。

ではあるが，住宅が新築されてから除却されるまでの実

態年数が短いことが，日本の住宅の物理的耐用年数が短い

ことを意味しているわけではない。というのは，かつては

日本でも，長期間にわたって木造住宅が使われ続けること

は決して珍しくはなかった。勿論，これらの長寿住宅は，

ほったらかしにされていたわけでなく，痛んだ部材の修理

交換をすることによって耐久性を維持し，また増改築をす

ることによって耐用性を維持していた。

例えば，東京都世田谷区の蘆花恒春園には，明治大正期

に活躍した文豪，徳冨蘆花が生活を営んだ住宅が保存され

ている。その母屋である茅屋（ぼうおく）は，その名が示

すとおりに農家を買い取って手を加えていったものであ

る。その脇には，国木田独歩に向けた徳冨蘆花の手紙の内

容が記された木札が立っており，そのなかで徳富蘆花は，

折角入手した農家がいかに「普請はお話にならぬ」もので

あるかを嘆いている。にもかかわらず，蘆花自身が手を入

れ，また蘆花夫妻死後は物納を受けた東京市・東京都が維

持管理をしてきた結果，かつては「投げやり普請」と酷評

された住宅が齢110年を迎えようとしている。

また，詳しくは別稿に譲るが，現代の非木造住宅におい

ても，次のような条件を満たせば，100年を超える長期にわ

たって，使い続けていくことが可能であるといわれている。

① 100年～200年スパンでの地震再現確率に見合った

耐震性（損傷制御性・修復性を含む）

②物理的耐久性及び更新性 （durability and maintain-

ability）

③要求条件の変化に対応できる対応性（adaptability /

Capacity to change）

では，何故，いまの日本の住宅では，かつてのように手

入れをされながら，長寿を保っている例が少ないのであろ

うか？その一つの原因を，図1の模式図にあらわすことが
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できる。

現状では，住宅を維持保全する努力を払ったとしても，

その努力の内容を記録する仕組みがない。記録がない限り，

居住価値が客観的に評価・証明できないので，仮にその住

宅がこれからさらに長期間にわたって居住に耐えうるだけ

の品質・性能を保有していたとしても，他の十把一絡げの

得体の知れない住宅と同様の経済価値評価をせざるを得な

い。住宅を長持ちさせるために手入れをしようがいまいが，

住宅の資産価値が経年で一律的に低下するのなら，手入れ

をする努力は経済的には報われるところがない。仄聞する

ところ英語圏諸国で人々がマイホームの手入れを熱心にす

るのは，一つには資産価値の維持向上にあるとのことであ

るが，日本でこうした動機付けが働かないのは，図1に示

すような状況があるからであると推測される。

現代日本の住宅構法は多様である。仮に，米国や英国の

ように地域内の住宅構法が一様であれば，住宅の欠陥状況，

劣化状況の現れ方についても経験的知識が蓄積体系化さ

れ，目視など比較的簡易な検査・調査で玉石を判定してい

くことはある程度は可能になっていくと推察される。しか

しながら，いまの日本のように多様な住宅構法が用いられ

ていると，仕上がった外見は類似であっても，欠陥・劣化

は全く異なった様態で現れることも珍しくなく，米国のイ

ンスペクターのように目視による検査調査だけで，住宅の

居住価値を判断することは難しいといわざるを得ない。こ

のような「目に見えざる性能・品質」を評価するためには，

設計図書・施工図書・施工記録写真・検査記録・維持保全

履歴など第三者評価などに供することのできる客観性信頼

性に足る情報がどうしても必要になってくる。

まさに，その情報群こそが住宅履歴書である。住宅履歴

書が普及していくことによって，住宅の「見えざる性能・

品質」を推定・評価することが可能な住宅，言い換えれば

得体の明らかな住宅が住宅市場の中でその数を着実に増や

していけば，得体の明らかさの度合いに応じて市場におい

ても従来の住宅とは一線を画した評価がなされていくこと

が期待される。そうなれば，住宅を良好に維持保全する努

力が市場での評価で報われることになり，良好な既存住宅

ストックが形成され，それが既存住宅の市場を拡大・成熟

させ，さらに住宅の資産価値が向上していくことにより，

結果として既存住宅を住み継いでいく動きが強まり住宅を

長寿化させていくという，図2に示すような持続的な好循

環が機能していくことも期待できる。

（2）ニーズ2 住宅のトレーサビリティの向上

近年，建築構成材料・部品の品質・性能欠陥が住宅新築

後に明らかになる事態が多発している。このような事態に

おいては，すみやかに是正措置がとられ，安全安心を回復

していくことが求められているが，現実には容易ではない。

というのは，建物の所有者・居住者から見てどの欠陥材

料・部品が用いられているか特定することが困難であるば

かりでなく，製造者・供給者側にとっても，流通経路の複

雑さから，どこに当該材料・機器が存在するのかを把握す

ることが困難であるからである。

住宅のトレーサビリティとは，「住宅を構成する材料・

機器はどのような仕様・型番でその製造者が誰であるの

か，また，設計・施工・検査評価・維持保全には誰がどの

ように関与したのかを，居住者側からも，生産者側からも，
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追跡し特定できること」を指す。住宅におけるトレーサビ

リティの欠如は，かけがえのない人命を危機に陥れ，住生

活にかかわる安心安全を脅かし，社会全体には膨大な負の

コストも強いてきた。

住宅履歴書が整備普及すれば，住宅のトレーサビリティ

を向上させていくことが期待される。そのための技術シー

ズとして，図3や，図4に例示するような，ICタグやバーコ

ードを活用した住宅構成材のトレーサビリティ・システム

が提案され，試行されつつある。

図3のようなシステムが普及すれば，住宅の居住者の安

心感は高まるだけでなく，住宅構成材供給者は，修繕サー

ビスにおいて，製品仕様・維持管理履歴などの情報を容易

に入手できるようになり，業務効率を高めていくことがで

きる。また，図4のようなシステムが普及すれば，木材の

産地や含水率・ヤング率などの基本性能・品質を表示する

だけでなく，流通在庫の圧縮や，検品の精度効率の向上に

も資することになるし，その検品記録は住宅履歴書のデー

タとしてそのまま活用することもできる。

以上に述べた，二つの理由に加えて，住宅履歴書の整備

普及は，リフォーム工事の無理無駄の排除，オーダーメー

ド型省エネルギーの実現という，いまの時代に切実なニー

ズにも応える可能性をもっている。但し，紙数にも制約が

あるので詳しい解説は別稿に譲りたい。

2．住宅履歴情報整備検討委員会の活動

概要

以上列挙したニーズを満たすためには，住宅

履歴書の整備・普及が不可欠である。そこで，

国土交通省が音頭をとって，7ベターリビング

を事務局に，住宅履歴情報整備検討委員会（委

員長 筆者）が，学識経験者や業界関係者が集

まり設立された。ここでは，住宅の供給・維持

管理・流通などに関わる様々な主体において，

住宅履歴情報の蓄積・活用に係る取組が展開さ

れることを想定し，住宅市場における標準とし

て，住宅履歴情報の蓄積・活用のあり方や，基

本的に蓄積すべき情報項目の内容，情報サービ

ス機関に関する共通の仕組みなどについて検討

を加え，以下のような成果をとりまとめている。

（1）住宅履歴情報の蓄積・活用の指針（平成21年2月策定）

同指針は，住宅履歴情報の蓄積・活用のあり方にかかわ

る指針を示したものである。同指針は，住宅履歴情報を，

「住宅の設計，施工，維持管理，権利及び資産等に関する

情報」と定めたうえで，その蓄積・活用にかかわるプレー

ヤーを定義し，各プレーヤーに対して住宅を社会的な資産

として認識することを求めるとともに，以下のように役割

を果たすことを求めている。

①住宅所有者：住宅の所有権を保有する者。住宅を社会

的な資産として認識し，情報を蓄積し，適切に維持管

理を行うとともに，住宅とその住宅履歴情報をしっか

りと次の所有者へ引き継ぐ役割を期待。

②情報生成者：住宅生産者，リフォーム事業者，メンテ

ナンス事業者，住宅所有者など，住宅履歴情報を生成

する者。自らの責任において正確な住宅履歴情報を生

成し，住宅所有者に確実に渡す役割，住宅所有者自ら

が情報を生成する場合にあっては，自らがその情報を

確実に保管する役割を期待。

③情報活用者：リフォーム事業者，メンテナンス事業者，

検査機関，住宅所有者，住宅購入者，不動産鑑定業者，

金融機関，保険業者など，住宅履歴情報を活用して何

らかの行為を行う者。個人情報の保護に配慮しつつ，

維持管理，流通等の場面において適切に情報を評価し
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活用する役割を期待。

④情報サービス機関：住宅所有者による住宅履歴情報の

蓄積・活用を支援するサービスを提供する機関。情報

を適切に保管し，将来に引き継ぎ，住宅の長期使用に

あたって住宅履歴情報を活用するために必要な仕組み

をもつとともに，住宅履歴情報に関する住宅所有者の

啓発や情報の充実に努める役割を期待。

この指針は，住宅履歴情報の帰属に関して，以下の三原

則を示している。

①情報の第一義的な所有者は住宅所有者であり，住宅履歴

情報の蓄積は住宅所有者の責任のもとで行われる。

②建築等により住宅履歴情報が生成された場合，情報生

成者は住宅所有者へその情報を必ず提供する。

③リフォーム事業者等の情報活用者が住宅履歴情報を利

用する場合，住宅所有者がその情報を提供する。また，

住宅所有者は自らの判断により住宅履歴情報を公開す

ることができる。

また，住宅履歴情報の整備の目標として以下の三項目を

掲げている。

①快適な生活環境を長期にわたって効率的に確保するた

めに，適切な維持管理やリフォーム等を可能とする。

②蓄積される情報の信頼性・透明性が確保されること

で，情報の非対称性の解消が図られ，安心して住宅を

取引することを可能とする。

③災害や事故の際にも，迅速かつ適切な対応を行うこと

を可能とする

そのうえで，情報の蓄積・活用を図る共通の仕組みとし

て，必要な機能を備えるため，

下記のa～hの情報サービス機関にかかわる基本ルールを定

めるとともに，情報サービス機関が，この基本ルールを満

足するための一定の措置をとることを求めている。

a 対象の住宅が特定できること

・ 住宅とその住宅履歴情報を確実に特定するため，

各々の住宅に唯一のIDを与え，これを基に情報を

管理する。

b 情報項目を標準形に基づき蓄積すること

・ 情報項目の標準形である住宅履歴情報項目（別

表　本稿では略）に基づき，情報を蓄積する。

・ 各情報の情報生成日，情報生成者などの属性情

報も蓄積する。

・ 蓄積する情報については，図面，テキスト，写

真，スケッチなど色々な形式，電子・紙のいず

れの媒体も対象とするが，媒体及び保存形式は

長期保存を考慮する。

c 共通化された用語を用いること

・ 用語の意味を明確にするため，原則として，住宅

履歴情報項目に定める用語を用いることとする。

・ 住宅履歴情報項目に定める用語でなく類似の用語

を用いる際，住宅履歴情報項目に定める用語と同

じ意味であるかを判断する必要がある場合に，住

宅履歴情報の類義語辞書（整備予定）を用いる。

d セキュリティを確保していること

・ 情報サービス機関は，情報アクセス時の個人認

証等，一定の情報セキュリティ対策を定める。

e 虚偽情報登録への対策を講ずること

・ 記載内容に関する責任を明確化するため，その

情報を生成した専門家などの情報生成者（情報

登録者）に関する情報を保存する。

f 確実な情報蓄積を担保する仕組みをもつこと

・ 情報サービス機関は，新築段階・維持管理段階に

&建材試験センター　建材試験情報 1  ’1016

共通IDを配布�

共通ID割当状況の報告�

住宅履歴情報の蓄積依頼�

ID＝12345
住宅履歴情報�
の納品�

住宅履歴情報�
の提供�

共通IDの割当て通知�

共通ID情報の管理� 住宅履歴情報の蓄積・管理�
共通IDの割当て�

情報生成者� 情報活用者�

住宅所有者�

共通IDを入手�

ID配布機関� 情報サービス�
機関�

図5 共通IDにかかわる全体イメージ図（出典　住宅履歴情報整備検討委員会HPに掲示された「共通ID（住宅固有ID）について（案）」より）



生成される住宅履歴情報の適切な蓄積に努める。

・ 建築確認や法定点検等，法令等により生成される

情報，専門家等により生成された維持管理情報な

ど，正確性が高く，活用面から必要性が高いと考

えられる情報が蓄積されるように誘導する。

g  情報提供のルールを定めること

・ 個人情報保護の観点から，情報サービス機関は

住宅所有者及び情報活用者が利用する情報の提

供ルールを定める。

h  履歴情報の保管・継承・削除等のルールを定めること

・ 蓄積された住宅履歴情報は，情報サービス機関

として契約が継続している限り，過去の情報を

含めて原則として全て保管する。

・ 保管サービス契約の終了時に，保管情報の削除

等に関するルールを定める。

（2）共通ID 関連業務手順書（平成22年3月完成予定）

英国においては住宅履歴書の類似制度として，HIP

（House Information Pack）という制度が運用されているが，

その前提として，国がHIPのための唯一のDBを民間事業者

に委託して管理する方式をとっている。

これに対して日本においては，様々な経緯から複数の情

報サービス機関が競争的に活動することを制度設計の前提

としている。しかしながら，住宅とその住宅履歴情報を確

実に特定できることを保証するために，図5のような共通

IDを発給し運用する仕組みを構築することとしている。

図5において，各プレーヤーは次のような役割を果たす

ことが求められている。

①住宅所有者は，情報生成者から入手した住宅履歴情報

を，確実に蓄積・活用するため，情報サービス機関に

蓄積を依頼する。

②情報サービス機関は，住宅所有者の求めに応じ住宅履

歴情報に共通ID を割当て，その状況をID 配布機関に

報告する。

③ID 配布機関は，情報サービス機関に共通ID を配布す

ると共に，情報サービス機関からの共通ID の割当状況

報告をとりまとめて管理する。

共通ID を使用して住宅履歴情報を長期的に蓄積・活用を

していくために，住宅履歴情報整備検討委員会では，共通

ID 関連業務手順書を策定している。本手順書は，ID配布

機関が実施する共通ID の発行・管理等の業務を実施するに

あたって，必要な手続きやその際に用いる様式を定めるも

のである。平成21年度後半期には，43団体が参加して，共

通IDを配布する社会実験も行われている。同手順書は社会

実験での試行も踏まえて改訂し，平成21年度末までには正

規版が完成する予定である。

3．結語

住宅履歴書情報整備検討委員会では，情報サービス機関

ガイドブックも策定中である。これは，サービス機関が円

滑に業務を開始できるようになることを目的として，住宅

履歴情報の蓄積・活用にあたって情報サービス機関が実施

する業務の流れや諸手続きを解説したもので，平成21年度

までには正規版が完成する予定である。

加えて，住宅履歴書のニックネームを「いえかるて」と

することも決まり，来年度からは，住宅履歴情報整備検討

委員会が定めた仕組みがいよいよ本格稼働することが期待

されている。「いえかるて」のロゴマークがここそこに見

られるようになることを大いに期待したい。
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１．住宅性能保証制度と瑕疵担保履行確保法について

昨年10月から，「瑕疵担保履行確保法」が施行された。

これにより，今後，事業者などより引き渡される全ての

住宅について「資力確保措置」として「保証金の供託」か

「保険の加入」が義務づけられた。

このような状況の中，当機構の業務は，この法律に基づ

き新たに「保険法人」としてスタートしている。

この「資力確保措置」の義務づけにあたっては，後で詳

しく述べるが，1980年から運営していた「住宅性能保証制

度」を参考に，「瑕疵担保履行確保法」の中で，事業者が

「保険の加入」を選択される場合の仕組みとしてつくられ

た。

まず，従来の「住宅性能保証制度」のしくみについて紹

介する。

本制度は，「10年保証制度」として任意に加入するもの

で，機構に登録された事業者が標準的に策定した「保証約

款」に基づいて，事業者自ら保証責任を履行していくもの

であった。

機構は，登録業者自ら保証責任を確実に履行するために

機構と保険会社との間で包括的に保険契約を締結し，構造

耐力性能や防水性能など重大な不具合などにかかる保険金

請求対象範囲において，登録業者から保険金請求があった

場合，補修費用の一定部分について保険金を支払うことで

登録業者の保証責任をバックアップするという制度であ

る。

一方，「住宅瑕疵担保履行確保法」はなぜ立法されるこ

とになったかというと，2000年4月に「住宅の品質確保の

促進等に関する法律」（以下「品確法」という）が制定さ

れ，その中の一つに「構造耐力上主要な部分」と「雨水の

浸入を防止する部分」について，10年間の瑕疵担保責任を

負わなければならないとすることが事業者に義務付けされ

た。しかし，2005年に発覚した「耐震強度構造計算書偽装

事件」がきっかけとなり，構造計算書偽造問題が社会的重

大な事件となった。この事件によって，供給事業者の倒産

のため品確法でいう瑕疵担保責任が果たされないという問

題も明らかになった。

このため，社会資本整備審議会で出された答申を受け，

消費者保護を目的とした「瑕疵担保履行確保法」（以下

「履行確保法」という）が立法された。

この法律に基づく新たな保険制度は，7住宅保証機構が

1980年から運営してきた「住宅性能保証制度」をベースと

し，加えて，別途住宅供給者等の倒産の場合は，事業者の

「故意・重過失」が明らかな場合も所有者が保護されるよ

うな措置が導入された。

また，「品確法」にある性能評価制度と同様に住宅供給

者と消費者との間でトラブルや争い等があった場合，全国

各地にある「指定住宅紛争処理機関」（弁護士会等）で相

談することができ，さらには状況に応じて，裁判によらず

紛争のあっせん，調停及び仲裁の業務を受けることができ

るようになった。

その紛争処理機関の業務を円滑するための支援業務など

を7住宅リフォーム・住宅紛争処理支援センターが実施機

関となって運営している。

２．「不具合の事象」から「瑕疵」へ

これまで，住宅性能保証制度の保証は「構造耐力性能及

び防水性能に関する基本的性能を損なう不具合事象」に対

して保証約款に記載し，その内容に従って保証責任を負う

ものとしてきた。しかし，2000年からは，それまでの「不
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具合事象」から「品確法」でいう法律上規定された「瑕疵」

に保証範囲を改定し，従来の保証書及び保証約款などの見

直しを行った。

３．瑕疵担保責任の範囲

「瑕疵」といっても，一般的にはなじみのない言葉であ

る。「瑕疵担保履行確保法」でいう「住宅の瑕疵」とはど

ういうものかというと，「品確法」上の「瑕疵」の定義を

準用していることから，「構造耐力上主要な部分」及び

「雨水の浸入を防止する部分」が対象となる。

このことからお解りいただけるように，対象としている

のは，民法上の対象となる全ての「瑕疵」ではない。

なお，「構造耐力上主要な部分」とは，建築基準法施行

令第1条　第1項　第3号にある部分を品確法施行令第5条

第1項を準用して定め，「雨水の浸入を防止する部分」は品

確法施行令第5条　第2項に新たに設けた規定による範囲の

大きく2つの「瑕疵」についてそれぞれ瑕疵担保責任の範

囲としている。

４．住宅性能保証制度における保険金支払い事例

前述で述べたように，従来の制度は，機構が策定した

「保証約款」に基づき事業者が保証責任を確実に果たせる

よう保険を付保し事業者をバックアップするというもので

ある。

このため，事業者は，雨漏りなどの不具合が発生した場

合，その不具合状況を確認し瑕疵と判断したときは，機構

へ保険金請求を行い，それに基づき保険会社より保険金が

支払われる。これまでに支払われた部位別の実績などにつ

いては図1のように推移している。

住宅性能保証制度では，登録実績及び事故事例等を勘案

して，何度かの保険料等の見直しや免責及び填補率等が改

定され，保険の内容が充実してきている経緯がある。

ただし，これらの事故の部位の分類については，当初よ

りの経緯もあり，バルコニー部を壁として取り扱うなどこ
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れまで積み上げてきた部位別をベースにデーターの整理を

している。

５．保証事故の概要

事故の内容を「品確法」でいう「構造耐力性能」と「防

水性能」の二つに分類してみると，「構造耐力性能」に関

する事故が全体の2割～3割，「防水性能」に関する事故が7

割～8割となっている。これは，多少の違いはあるが，割

合としてはほぼ毎年同様の傾向がある。

ただし，詳細に見ていくと後ほど詳しく触れていくが，

目立ったものとしては，同じ雨漏れでも腐食等を伴い，補

修費が高額になるなど，これまでとは違った特徴の事故が

増えてきた。

６．事故の具体例

当初，多く発生した事故は，主にサイディング仕上げに

かかる事故である。サイディングメーカーの品質向上の努

力もあげられるが，最大の効果を発揮したのは，北海道地

方等を中心として広く実施している通気構法を機構の設計

施工基準として定め，サイディングを使用する場合は，通

気構法としなければならない工法に限定した建材としたこ

とだと思う。

このことより，サイディングの耐久性が伸びるとともに

雨漏りの事故が大幅に減少した。

その後，問題となっているのが，バルコニーやタイル張

りを併用したモルタル塗り外壁などからの雨漏りである。

また，制度の登録住宅の増加とともに不同沈下は制度の

運営上大きな問題として浮上している。

これらを図2で具体的に見ると，支払総数は855件で，こ

のうち防水にかかる部分は，壁の防水の541件と屋根の防

水の133件とで合わせて674件で，全体の約80％にのぼる。

一方，支払額全体の割合を図3でみると，件数では3.4％で

あった基礎が，全体の約40％を占めて1件あたりの支払い額

も高額なため，制度上大きな負担額となっている。

不同沈下については，以前は支払い額の60％を占める時

期もあるが，最重要課題として取り組み，平成16年度から

は地盤調査が必要かの目安となる「使用マニュアル」を策

定した事により，地盤調査の実施率が飛躍的に高まったこ

とに加え，沈下を修正する工事方法も新しいものや従来の

工法等の技術が進んだ事などもあり，除々に負担が減少し

てきている。

次に多い壁の防水及び屋根の防水について，支払額は約

43％と最も多いが，1件あたりの支払い金額はそれほどで

はない。しかし，最近の雨漏りの被害をみるとこれまでと

は違い非常に大きな問題になりつつあると感じている。

というのは，最近の住宅は住みやすい住環境や省エネ対

策などを考えた住宅が多く，気密性や断熱性が高くなって

いる。しかし，雨水が一旦壁に浸入すると，壁体内で柱や

構造合板等の構造材が早期に腐食するという事例が増えて

きている。腐食が進んだ場合，柱や構造材の取り換えなど
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大掛かりな補修が必要となり，場合によっては，不同沈下

よりも大きな被害となってしまう恐れがある。

モルタルの塗厚不足や，屋根などの主に雨押さえなどで

使われる水切鉄板が施工されていないなど，わずかな手間

や材料を惜しんだために高額な費用が発生した例が見られ

るようになった。

また，これまでの部位別の分類では，事故の実態を表し

きれない事例が増えている。軒の出が全くない無理なデザ

インなどの設計に問題があると思われるものや，フィン

（サッシのツバ）の無い輸入サッシや取付に注意の必要な

輸入瓦などに原因がある被害など，日本の気候風土に合わ

せた注意や工夫がされていないために発生したとみられる

事故が増えている。

支払額からみた場合，最も多い不同沈下の事故の特徴と

しては，軟弱地盤ではなく，その約60％が造成地盤で発生

していることである。盛土の厚みが少ない場合でも，転圧

や締め固めを十分行う必要がある。

また，盛土部分については，田を埋立てたのか，畑を埋

立てたのかで違いはあるが，その敷地に合わせた，少なく

とも造成工事後一定の放置期間が必要であると思う。

以上の事例はあくまで，当機構における10年間の保証期

間内に発生した事例であるが，住宅の寿命という観点から，

長期にわたり住宅を大切に維持していくためには，初期段

階で発生したこれらの事例を適切に補修及びメンテナンス

を実施することが重要と考える。

住宅の全てに瑕疵担保履行確保法が適用がされる。その

中で，当機構が発信する技術的情報等が事業者の設計施工

の際の参考とし，適切に施工をすることで，住宅の耐久性

の向上につながると思う。

また，万が一瑕疵が発生した場合でも当機構の保険を利

用し，事業者が確実かつ適切に補修等を実施することで，

住宅の長寿命化対策に少しでも貢献することができるよ

う，新たな住宅瑕疵担保責任保険法人として運営する「ま

もりすまい保険」を提供していきたいと考えている。
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1. はじめに

建築物を構成する鉄筋コンクリート構造物の躯体の物理的

な寿命は，鉄筋コンクリート構造（以下，RC造と記す）の

躯体で約65年と言われているが，建築物の寿命についてア

ンケート調査の事例1）では，同時期に建設された全建物の

残存率が50%を切った時点での年数がRC造では約40年であ

ったことが報告されている。こうした寿命は物理的な寿命

に至る前に建物の機能的な寿命の観点で解体されているこ

とによるものであると考えられるが，建物を永く使うには，

用途変更に対応可能な仕様とすること（例えば十分な階高

で設計すること）や，適切な時期に費用をかけてメンテナ

ンスを実施し，建物の機能を維持していく必要がある。通

常のRC造の建築物の耐用年数を延ばすためには，10年～20

年ごとにメンテナンスを行えば，耐用年数の延命化を図る

ことができるが，予め躯体の耐久性を高めておけば，建設

費が若干増大するもののメンテナンス費用の軽減を図るこ

とができ，ライフサイクルコストの低減が期待できる。

また近年，温室効果ガスの排出量を中心に地球環境問題

が重要な社会問題と位置付けられ，建設業においても供用

期間中の空調や照明に必要なエネルギー消費に加え，建設

時の資材製造や施工に要するエネルギー消費に伴う炭酸ガ

ス排出量について，実態の把握と削減の検討が進められる

ようになった。建築物の躯体に使用される鉄筋コンクリー

トには，主として高温で精錬される鉄と鉱物資源である骨

材，工業製品であるセメントにより構成されているが，セ

メント製造時にはエネルギー消費と石灰石からの脱炭酸反

応に起因する多量の炭酸ガスの排出を伴うことや，鉄の精

錬にも多量のエネルギーを要することから，これらの大量

使用は骨材資源の枯渇と多量のエネルギー消費，多量の炭

酸ガスの放出といった問題を抱えている。建築物の長寿命

化を図ることができれば，このような環境への単年度あた

りの負荷量を抑えることができる。

本稿では，鉄筋コンクリート構造物の長寿命化技術の一

つとして，筆者が開発に携わった500年コンクリートにつ

いて紹介する。

2. 鉄筋コンクリートの耐久性

建築物の躯体に広く使われている鉄筋コンクリート中の

鉄筋は，硬化したコンクリート中に存在するアルカリ環境

下において，その表面が厚さ20～60Åの水和酸化物（γ

Fe2O3・nH2O）から成る不動態皮膜に覆われて，腐食から

保護されている。コンクリートは空気中の二酸化炭素によ

り表面から徐々に中和され，その領域（pHで概ね11以下の

領域）がコンクリート内部の鉄筋の深さまで進行すると不

動態皮膜が破壊され，鉄筋は活性化して腐食しやすくなる

（図1）。コンクリートの中性化といわれるこの現象は，コ

ンクリート組織が緻密なほど遅くなる。鉄筋が腐食すると，

膨張した鉄筋が表層のコンクリートの剥落を生じるととも

に，鉄筋の断面積減少により，所定の力学的性能が得られ

なくなる。

塩化物もコンクリート中の鉄筋にとっては大敵である。

沿岸地域では，仕上げがなければ空気中に浮遊する塩化物

がコンクリート表面から浸透して鉄筋の不動態皮膜を破壊

し，鉄筋が腐食する。特に近年では，中性化と塩害の複合

劣化も明らかとなっている2）。

この他，コンクリートは乾燥に伴う収縮や温度変化によ

る伸縮など様々な原因でひびわれが生じることがある。ひ

びわれ幅が大きければ中性化や塩分の浸透を助長する。

これらの劣化が進行した場合，必ず取り壊しや建て替えが
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必要となるわけではないが，大規模な補修が必要となる。

鉄筋の防錆処理や耐久性の高いセメント系材料で修復する

技術が使われることがあるが，現状ではそのコストは決し

て安価ではない。

中性化や塩分の浸透を抑えるため，通常はコンクリート

表面を仕上げで保護し，メンテナンスにより耐久性を維持

することや，鉄筋のかぶり厚さを増して中性化が鉄筋位置

に至るまでの時間を長くすることが行われている。ただし，

仕上げ材料の耐用年数は，鉄筋コンクリート躯体の耐用年

数に比較して短いため，予め長寿命を期待する建物の場合

は，メンテナンスの計画的な実施が必要であり，またメン

テナンスコストを含むライフサイクルコストも見込んでお

く必要がある。また，かぶり厚さを増加させることも対策

として有効であるが，過度にかぶり厚さを増加させると地

上躯体の重量増加を伴うため，耐震設計上の配慮が必要な

場合もある。

3. 長寿命コンクリート技術

鉄筋コンクリート自身の耐久性を高めるには，コンクリ

ート組織を緻密化し，中性化の原因である炭酸ガス等の物

質をコンクリート内部に拡散しにくくすることが有効な手

段である。コンクリートを緻密化する手段としては，コン

クリートの調合において打設時の流動性を確保できる範囲

でセメントに対する水の比率（以下，水セメント比と記す）

を小さくすることにより，緻密な組織を得ることができる。

改訂された日本建築学会のコンクリート工事標準仕様書・

同解説JASS 5 3）（以下JASS 5と記す）では，耐久性を表1の

ように区分し，それぞれ水セメント比の上限を規定してい

る。

筆者が携わった超高耐久性コンクリートは，コンクリー

ト組織を緻密にする働きを持つ耐久性改善剤を利用するこ

とにより，同一の水セメント比のコンクリートよりもさら

に緻密な組織を形成させる技術であり，中性化や塩分の浸

透を抑え，ひびわれの主要な原因である乾燥収縮を低減し

たコンクリートが得られる。耐久性改善剤は界面活性剤の

一種で強力な消泡作用をもっており，耐久性改善剤が添加

されたコンクリートの組織は，余分な空気や空隙が追い出

された緻密な組織となる（図2，図3）。

炭酸ガス濃度5%の環境下で行った中性化促進試験結果の

例を図4に示す4）。中性化深さは，耐久性改善剤の使用量や

水セメント比，使用する骨材によって異なるが，同一水セ

メント比のコンクリートと比較して最大で約1/3に抑制す

る効果が確認されている。

乾燥収縮やひびわれ抵抗性の試験結果の例を図5～図6に

示す5）。乾燥収縮は，耐久性改善剤の使用量や単位水量，

使用する骨材によって異なる。耐久性改善剤は，同程度の

単位水量でも乾燥収縮を2割～半分程度低減し，ひびわれ
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図1 コンクリートの中性化の進行イメージ
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を起こしにくくする効果がある。

これらの性能を効果的に利用するには，ある程度元とな

るコンクリートの緻密性を高めた上で，耐久性改善剤を添

加することが望ましく，表2の調合条件を基本として適用

を進めている。なお，本表でスランプを21bにしているが，

これはこのコンクリートが耐久性改善剤の性質により，空

気量1%のNon-AEコンクリートとなるため，型枠内での流

動性に配慮した結果である。

実際の建築物に適用する際は，予め使用骨材による中性

化や乾燥収縮率の性能差を把握することによるコンクリー

ト出荷工場の選別や，適正な構造計画，配筋等のディテー

ルの検討，打設時の締固めや養生条件などの綿密な施工計

画など，設計から施工まで一貫したプロセスで品質を確保

することにも留意する必要がある。

4. 耐用年数の予測例

中性化速度と時間の関係は一般に次式の関係がある6）。

C = αβγ√t （1）

ここで

C ：中性化深さ（a）

α：環境条件による中性化速度係数

β：仕上げ材による抑制係数

γ：コンクリートの品質による係数

ｔ：材齢（年）
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図2 通常のコンクリートの組織 図3 超高耐久性コンクリートの組織

図4 中性化促進試験結果の例4）
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上記の各係数α，β，γ（以下，これらの乗算結果を中

性化速度係数と記す）について，和泉らは，既存建物の実

態調査および促進中性化試験の結果を元に，次式のように

関係をまとめた7）。

C = 35.4・R1・R2・R3・R4・R5・R6・R7√t （2）

R1 = e3.34x-2.004

R2 = 2.60M-0.175

R3 =（CO2/5）0.5 （CO2=0.1%とする）

R4 = 0.017Tem + 0.48

R5 = Hu（100 - Hu）（140 - Hu）/19200

R6 = 表3参照

R7 = 1.0（屋内），0.59（屋外）

ここで，

C ：中性化深さ（a）

T ：材齢（年）

X ：水セメント比（普通ポルトランドセメント）

M ：湿潤養生期間中の積算温度（°DD）

CO2：炭酸ガス濃度

Tem ：温度（℃）

Hu ：相対湿度（%）

例えば，水セメント比60％，湿潤養生中の積算温度210，

炭酸ガス濃度0.1%，温度20℃，相対湿度55％，仕上げ材に

よる係数1.00（仕上げなし），屋外環境条件の通常のコンク

リート部材の場合，中性化速度係数は，2.09a√年となり，

100年間に20.9a中性化が進行する計算となる。

超高耐久性コンクリートの中性化速度式は，上述の（2）

式に，耐久性改善剤の中性化抑制効果R8を乗じることで表

すことができる。なお，この値は，筆者らの一連の研究で

は耐久性改善剤2o/k添加の場合0.72，8o/k添加の場合

0.52であることが判明している。

C = 35.4・R1・R2・R3・R4・R5・R6・R7・R8√t （3）

例えば，上述の通常のコンクリートに耐久性改善剤使用

量2o/k添加した超高耐久性コンクリートの中性化速度係

数Aは，1.50a√年となる。

中性化の速度からRC造建築物の耐久年数の予測を行う場

合は，中性化深さのばらつきやコンクリートのかぶり厚さ

などのばらつきを考慮する必要がある（図7）。

鉄筋コンクリートの耐久年数は，屋外の場合は中性化が

鉄筋のかぶり厚さの分まで進行したとき，屋内の場合はか

ぶり厚さを越えてさらに20a奥へ進行したときに有害なさ

びを生じることが既存の建物調査の結果から判明してい

る。中性化深さのばらつき，鉄筋のかぶり厚さのばらつき

を考慮すると最小かぶり厚さは次式で示される。

屋外の場合　 （4）

屋内の場合　 （5）

Dd ：最小かぶり厚さ（a）

Ct
_
：経過年数t（年）における中性化深さの平均値（a）

u(P)：標準正規分布N（0，1）の下側100P ％点

P ：鉄筋の腐蝕確率

υ ：中性化深さの変動係数

σ ：鉄筋のかぶり厚さの標準偏差

式（4）および式（5）の鉄筋の腐蝕確率Pは，建物の重

要度や安全性（中性化により発生した鉄筋の膨張によるか

ぶりコンクリートの剥落の危険度）により定める。一般的

な構造物ではP=0.15程度，安全性を考慮すべき重要な構造

物では，P=0.05程度の値を用いることが多い。

屋外でP=0.15，最小かぶり厚さ30a，中性化の変動係数

0.4，かぶり厚さのばらつきを10aとして，上述の水セメン

ト比55%の通常のコンクリートの耐久年数は69年，セメン

ト比55%，耐久性改善剤2o/k添加した超高耐久性コンク

リートの耐久年数は133年，セメント比45%，耐久性改善剤

8o/k添加した超高耐久性コンクリートの耐久年数は500

年と求められる（図8）。
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5. おわりに

以上，建築物の長寿命化の意義や500年コンクリートの

技術概要を述べさせていただいた。500年コンクリートは

これまでに日本各地の寺社建築や宗教建築，平城宮朱雀門

や大極殿などの遺構復原工事を中心に20例近くの施工実績

がある。また，これより安価な100年コンクリートは，平

成11年に制定された「住宅の品質確保の促進等に関する法

律」の第五章に示されている特別評価方法認定により仕様

によって劣化対策等級2や3を取得しており，集合住宅等の

一般的な建築物にも適用が広がっている。

500年コンクリート，100年コンクリートのいずれも，そ

の物理的な寿命を十分に活かすため，適切な時期に構造物

のメンテナンスや設備機器の更新が必要であることは通常

のコンクリートと同様である。国土交通省で開始された長

期優良住宅（200年住宅）の認定制度（表4）でも，構造体

の寿命や省エネ性能などの規定に加え，長期修繕計画も要

件として義務づけられており，長寿命化が促進される社会

環境が整いつつある。今後，本稿で取り上げたような建築

物の長寿命化技術がより一層，適用されることを望む。
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1．はじめに

ステンレス鋼は優れた耐食性を持っており，各種建材に

用いられて建物の長寿命化に貢献している。本分野では

SUS304（18％クロム-8％ニッケル，いわゆる18-8ステンレ

ス）が用いられることが多いが，ニッケルを含有しないフ

ェライト系ステンレス鋼もその優れた耐食性やコストパフ

ォーマンスの良さから使用量が増えている。本報では，ス

テンレス鋼の基本的特性や建材分野での使用状況を，フェ

ライト系ステンレス鋼を中心に紹介する。

2．ステンレス鋼の特性

（1）ステンレス鋼の種類

ステンレス鋼は10.5％以上のクロムを含有したさびに

強い合金鋼の総称である。ステンレス鋼板はJISに規定さ

れているものだけでも62種あり，さらに各ステンレス鋼

メーカーから多くの独自鋼種が商品化されている。これ

らは，金属学的組織からオーステナイト系，フェライト

系，マルテンサイト系等に分類される。日本でのステン

レス鋼の生産量は，オーステナイト系とフェライト系が

ほぼ半数ずつであり，建材に使用されるステンレス鋼も

そのほとんどがオーステナイト系とフェライト系であ

る。代表的な鋼種の化学成分と用途例を表1に示す。

オーステナイト系ステンレス鋼は非磁性の組織（オー

ステナイト組織）を持ち，磁石につかない。クロムとと

もにニッケルを含んでいることからクロム-ニッケル系ス

テンレス鋼とも呼ばれる。JISではステンレス鋼はSUS○

○○（SUSはSteel Use Stainlessの頭文字，○は数字）の

規格名が付けられており，オーステナイト系は300番台

の番号である。代表鋼のSUS304はその優れた耐食性と加

工性から広く用いられている。

フェライト系ステンレス鋼は普通鋼と同じく磁性につ

く組織（フェライト組織）である。ニッケルを含まずク

ロムが主な添加元素であることからクロム系ステンレス

鋼とも呼ばれ，JISでは400番台である。クロムを16％添

加したSUS430が代表的鋼であるが，耐食性を高めるため

に，クロムを増量したりモリブデンや銅を添加した鋼種

が開発されており，使用環境に合わせて最適な鋼種を選

択することができる。

（2）耐食性

ステンレス鋼の表面では，クロムが酸素と結合して薄

い保護皮膜（不動態皮膜。厚さ数ナノメートル）が生成

している。この不動態皮膜がさびを防ぎ，ステンレス鋼

に優れた耐食性を与えている。この不動態皮膜はめっき

や塗装とは異なって自己再生機能があり，傷等で壊れて

も周囲の酸素を用いて再生して耐食性を維持する。ただ

し，この不動態皮膜は塩化物イオンにより破壊されるこ

とがある。このため，建材用途でのステンレス鋼の腐食

は，海から飛来する海塩粒子が原因であることが多い。

ステンレス鋼の耐食性は，主としてクロムとモリブデ

ンの含有量に依存する。しかし，クロムやモリブデンの

含有量を増やすと高価になるだけではなく製造が難しく

なるので，商用鋼ではクロムが11～30%でモリブデンは

0～2％である。一般的に，耐食性の指標としてクロム含有

量％＋3.3xモリブデン含有量％（孔食指数）がよく用いられ

る。各種ステンレス鋼について，この孔食指数を横軸に，

耐食性評価方法の一つである孔食電位（3.5％塩化ナトリウ

ム水溶液中で不動態皮膜の耐久性を電気化学的に測定し

た数値）を縦軸として示したものを図1に示す。孔食電位は

孔食指数に比例しており，クロムやモリブデンの増量が耐
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食性向上に効果的なことを示している。

さらに，実環境での耐食性調査のため，各地で大気暴

露試験が行われ，下記の知見が得られている。

①一般的に，機能を阻害する腐食（減肉や穴開き等）で

はなく，美観に影響するさびの有無が問題になる。

②飛来海塩粒子量が多くなるにしたがって，さびやすく

なる。海浜地区は厳しい腐食環境である。

③海浜地区でのさびの進展は，初期で著しく暴露1～2年

程度経過すると緩慢になる。

④暴露時の位置関係も腐食状況に影響を与える。例えば，

軒裏は降雨により洗浄される機会が少ないことと風の

巻き込みにより海塩粒子の付着量が多くなるため，屋

根部に比較してさびが発生しやすい。

写真1（a）に各鋼種の沖縄海岸での10年間暴露試験結

果を示す。クロムやモリブデンの含有量が増えるに従っ
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てさび量が減少しており，クロムやモリブデンが耐食性

向上に有効であることが分かる。また，SUS445J2や

SUS447J1がSUS304やSUS316より優れた耐食性を示して

おり，ニッケルを添加しなくても屋外での耐食性（耐候

性）を得られることが明らかになった。写真1（b）に

SUS430を各地で10年間暴露した結果を示す。沖縄海浜地

区では激しくさびているが，内陸部の伊賀上野ではさび

が少なく良好な耐食性を示しており，飛来塩分量の非常

に少ない穏やかな環境ではSUS430も屋外での使用の可能

性があると考えられる。図1に暴露試験結果を考慮した

孔食電位と使用可能場所の関係のイメージを併記した。

（3）機械的・物理的特性

各種ステンレス鋼の機械的特性と物理的特性を表2に

示す。SUS304は加工性が良い長所があるが，熱膨張率が

大きく熱伝導が小さい欠点がある。これに対して，フェ

ライト系ステンレス鋼の熱膨張係数はSUS304の約2/3，

熱伝導率が1.4～1.6倍である。このためフェライト系は

溶接時の熱ひずみやベコつきが小さく施工後の美観に優

れている。また，気温の変化によるひずみも小さいため

後述する長尺のパネルや屋根材に適している。

3．建材分野でのステンレス鋼の用途

（1）汎用用途

エスカレーター・エレベーター，装飾用の内外パネ

ル・柱，手摺パイプあるいはドアノブ，サッシ，雨樋，

蝶番などの建具金物に，SUS304やSUS430の汎用ステン

レス鋼が広く用いられている。屋外のような腐食しすい

環境ではSUS304が用いられ，屋内のような穏やかな環境

ではSUS304より安価なSUS430が用いられている。

SUS304は優れた特性を持っているが，その主要原料の

ニッケルが希少金属で価格変動が激しいために，価格が

安定しない欠点がある。このため，SUS304と同等の耐食

性を有し，ニッケルや高価なモリブデンを添加しない

SUS304代替ステンレス鋼が求められていた。従来鋼の中
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でニッケルとモリブデンを添加しないでもっとも耐食性

の優れた鋼種はSUS430J1L（19％クロム）であるが，図1

に示すようにこの鋼種は孔食電位がSUS304より低い。そ

こで，当社は21％のクロムを添加してSUS304と同等の孔

食電位を持たせたJFE443CTを2005年に開発した。写真2

に本鋼とSUS304の沖縄海浜地区で暴露試験結果を示す。

2年間暴露したSUS304では全面に点さびが見られるのに

対して，JFE443CTではほとんどさびは見られずSUS304

以上の優れた耐食性を示している。この優れた耐食性が

評価されて，本鋼は建材分野や家電，自動車，産業機械

などでSUS304代替として広く使用されてコスト削減に貢

献している。建材への適用例を写真3に示す。

（2）厳しい腐食環境での外装用途

写真1の（a）に示したように，海浜地区は厳しい腐食

環境でありSUS304でもさびが生じる。これに対して，ク

ロムを増量するとともにモリブデンを添加した高耐食性

フェライト系ステンレス鋼のSUS445J2やSUS447J1は良

好な耐食性を示す。そのため，外観が重要な建築外装，

特に屋根材には，臨海地区ではSUS447J1が，海岸より

100メートル以上内陸ではSUS445J2が適している。こら

らは，防眩性を与えるダル仕上げ（光沢を抑えた柔らか

な色調）で用いられることが多い。

（3）構造用途

近年，ステンレス鋼が構造材料に用いられることが多

くなり，2000年にはJIS G 4321「建築構造用ステンレス鋼

材」としてオーステナイト系ステンレス鋼4種（SUS304A等）

が規定された。表2にSUS304Aの機械的特性を示す（化

学成分規格はSUS304と同じ）。これらは，優れた耐食性

を有しているので，建物寿命を格段に向上することがで

きる。また，さび等による補修や再塗装のメンテナンス

コストを低減して，ライフ・サイクルコスト（LCC）を

低減することができる。

これらとは別に，ある程度のさびの発生は許容しなが

ら構造体の寿命自体は確保する考えでSUS304より安価な

11％クロムステンレス鋼の適用も検討されている。構造

用11％クロムステンレス鋼の例としてJFE410DHの成分

と機械的特性を表1と表2に示す。本鋼は建築基準法第37

条認定（指定建築材料）を取得している。また，日本住

宅性能表示基準の劣化対策（構造躯体等）等級3の特別

認定を取得しており，75～90年程度の耐久性を認められ

ている。本鋼は海上コンテナーの骨格材に広く用いられ

ており，建材分野にも適用が拡大すると期待されている。

4．おわりに

ステンレス鋼は，建物の長寿命化，メインテナンスフリ

ー化やライフ・サイクルコスト削減に大きく貢献してい

る。さらに，省資源かつコストパフォーマンスに優れたフ

ェライト系ステンレス鋼の開発されたことにより，ステン

レス鋼の適用が拡大すると期待される。

＜参考文献＞

ステンレス協会ホームページ，ステンレスの初歩　ステンレス協会，ステン
レス構造建築協会ホームページ，JFEスチールホームページ
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１．木材の特徴

木材は生物資源である。よって再生可能であり，持続可能

な資源と言われている。また樹木の成長過程でCを固定し，

さらに建築資材として利用すれば建築物は，存在期間中，貯

蔵機能の役割を果たすため，低炭素社会の実現に向けて注

目の建築材料になっている。しかし生物資源であるが故に，

下記のような特徴も持っている。

①異方性がある。

②強度性能にバラツキがある。（図１参照）

③水分を含んでいる。

④糖分を含んでいる。etc．

「いいものをつくって，きちんと手入れして，長く使う」ため

には，このような特徴を把握し，建築材料としての信頼性を

示していかなければならない。

２．木質構造の「信頼性」を高める動き

かつて木造建築の信頼性は，主に大工の知恵と経験と腕

により支えられていた。しかし昭和62年の基準法改正により

木造の大型化が可能になったことから，従来の定性的判断に

加え，定量的信頼性の確保が必要となった。また住宅の分野

においても，大工の経験の枠を超えた，枠組壁工法や工業化

住宅が市場に導入されるようになり，定量的技法により裏付

けされた規格表示のある製品が求められるようになった。

この動きに拍車をかけたのが阪神淡路大震災における木

造住宅の被害である。多くの犠牲者を出し，その多くが木造

家屋の倒壊が原因であるとしてマスコミは木造の信頼性に疑

問符を投げかけた。その後の被災地調査から，基本的に基

準法が示す定量的な検討を行っていた家屋については震源

に近い場所においても，倒壊を免れていることが報告された。

そして，それまである意味‘野放し’であった伝統構法や在来

軸組構法を対象に，研究機関，大学および企業が活発に研

究開発を進めるようになる。さらに平成10年以降，基準法の

改正や「住宅の品質確保の促進等に関する法律」が施行され

たことにより，益 「々信頼性」の高い家づくりに向けて動きが

活発化することになる。

３．「信頼性」を高めるＥＷの製造工程

長寿命化の制度施行に対し，木質建材を供給する木材関

連業界では特に新たな動きはなく，静寂しているように見え

る。その理由は前項で述べたように，約20年にわたり「信頼

性」の高い家づくりの動きに向け，「信頼性」の高い木質建材

の供給体制を整えてきたことが要因していると考えられる。

ここでこうした時代のニーズに合わせ需要を伸ばしてきた

構造用集成材に着目してみたい。その需要増加の要因をまと

めると下記のような理由が挙げられる。

①形状変化が少なく，寸法精度を高められる。

②強度性能のバラツキを少なくできる。etc.

構造用集成材は，エンジニアード・ウッド（以下，EW）の代表

選手である。その生産工程は，木材の伐採から始まり，工場

に持ち込まれた後，製材（丸太からひき板を挽く）→乾燥（含

水率の上限を12％程度とするため人工乾燥が必要）→機械的
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等級区分（強度との相関性の高いヤング係数を測定し，強度

を区分する。写真１左）→目視検査（節等の欠点を除去）→縦

継ぎ（フィンガージョイント等により，同じ強度区分のひき板を

長さ方向に接着接合する）→プルーフ・ローディング（規定の荷

重をかけて，主に縦継ぎ部の不良を検査する。写真１右）→

積層接着（強度区分されたひき板を製造基準に従って配置し，

接着を塗布して積層し圧締する）→仕上げ加工（寸法の微調

整と部材の表面を綺麗に整える）の順で生産される。

この生産工程において，まず注目されるのが製材→乾燥の

工程である。木材は水分を含む（スギであれば伐採時は

100％を超える場合もある）特徴を有するが，空気中に放置し

ておくと乾燥し，通常の状態であればほぼ15％前後になる。

この間，木材は収縮し，あるいは異方性の影響（乾燥による

収縮率は，丸太断面の接線方向：丸太断面の半径方向：長さ

方向（木材の繊維方向）で10：5：1～0.5と異なる）で，狂いを

生じる。また木質建材はクリープ性状を有することが知られ

ているが，荷重を負荷させたまま乾燥させると，梁であれば

乾燥の過程でたわみが著しく進行することになる（図２参照）。

そこで建築材料として市場に送り出す前に，事前に乾燥させ

ることが必要になるが，木材の幅や背が大きいと，乾燥に時

間やエネルギーを要するだけでなく，乾燥の過程で発生する

狂いや割れの制御に，非常に高いノウハウと腕が必要になる。

しかし集成材用のひき板は通常35～45a程度の厚さで製材

される。この厚さであれば，研究成果として構築されている

乾燥スケジュール等を守ることで，割れや大きな狂いを抑制

し，人工乾燥を使うことで上限12％程度まで木材の含水率を

バラツキなく低下させることが可能となり，形状変化が少な

い建築材料の生産に繋がっている。

さて乾燥工程を経たひき板はいよいよ集成材の製造ライン

に入るが，ここでまず実施するのがひき板の強度区分である。

木材の強度とヤング係数の相関性の高さを利用し，ひき板を

破壊することなく，ヤング係数を測定することで強度区分され

る。その後，節などの欠点となる部分は，目視による判定で

除去され，そして同じ強度等級区分のひき板の木口加工を施

した後，接着剤により縦継ぎしていく。さらに縦継ぎされたひ

き板には基準に従った荷重を負荷し，縦継ぎの強度とひき板

の強度が基準で求める値をクリアしていることを確認し，製

造基準で決められた配置でひき板を組み合わせ，接着剤に

て積層→圧締していく。この一連の工程で注目されるのが，

多段階で基準値以下の強度の木質建材を生産させないチェ

ック機能を有していることである。このような管理下で製造

ラインが組まれることで，強度性能のバラツキを小さくするこ

とができ，「信頼性」の高い品質の製品を市場に送り出すこと

を可能としている。

４．ハイテクによる加工技術の普及とＥＷの関係

従来は大工の手加工で実施されていた加工が，機械によ

る加工（通称，プレカットと呼んでいる）に大きくシフトしてき

ている。プレカット普及の理由は以下であると考えられる。

①大工不足の解消

②生産性の向上

③時間短縮

④加工精度

このプレカット機械は，在来木造住宅に使用される部材の

加工から普及し始めたが，現在はCADと連動させた技術へ

と進展し，大規模木造建築物の材料加工に採用され，複雑

な接合も高い精度で加工できるようになっている。

ところでプレカット機械の普及に平行して，構造用集成材

の需要も高い相関性を示した。その理由は，ハイテク化した

機械では加工の基準となる墨つけが自動的に行われるが，そ

の際，部材幅，背の寸法精度や，狂いのある材料，割れのあ
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写真1 構造用集成材製造ラインで使用される機械
（左：強度区分，右：保証荷重載荷）

図2 木材の乾燥とたわみの変化の相関
（左：含水率の変化，右：たわみの進行）

〈資料提供：宮崎県木材利用技術センター　荒武志朗研究員〉
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る材料は加工精度を大きく左右する。また接合強度にも影響

を与える可能性がある。そこで，より寸法精度の高い木質建

材のニーズが生まれたと考えられる。

５．面材系EWの需要拡大

ＥＷについては軸部材だけでなく，木質系ボードも注目度

が高くなっている。特に合板は近年，下地材から構造用の面

材へと大きく転換している。その要因は，本来は枠組壁工法

の仕様である，面材仕様の耐力壁，あるいは床が在来軸組構

法にも採用されたことによると考えられる。このような工法

の導入は7日本住宅・木材技術センターが認定する合理化認

定システムに申請する住宅メーカーや工務店を中心に広が

り，「住宅の品質確保の促進等に関する法律」の施行後，剛

性・強度が高い，仕様規定化しやすい，作業効率が高い等の

理由から増加したものと思われる。また厚さのある合板を利

用することにより根太を無くした「ネダレス工法」が普及して

おり，内部にスギ（他の樹種より比重が軽く，施工性を容易に

する）を利用することから，国産材の自給率向上の切り札とし

て注目されている。

構造用合板の最大の特徴は，異方性が改良されている点

である。単板を積層する際に，奇数層は木材の繊維方向を

長手方向に，偶数層は短辺方向に向けることで木材の２次元

における異方性を著しく回避してくれ，耐力壁や床の構造用

の面材として適切な要素を備えた材料といえる。

さて構造用合板の生産は単板切削（丸太から単板をかつら

剥きする）→人工乾燥→機械的等級区分→積層・圧締の順で

実施されるが，エレメントが２～３a程度の単板であることか

ら人工乾燥の時間は非常に短い。また積層の工程における

接着剤の養生期間を短くする技術を採用すれば，この一連の

工程は一日で完結させることができることから，生産性が高

く，経営的視点からも入荷から資金回収までの時間が，一般

の木材製品と比較すると著しく短い点が魅力となる。

６．「信頼性」に対する管理体制の再考

ＥＷとは，基本的に木材を細分化したエレメントを，工学的

な手法によって強度性能を保証する工程を経て接着剤など

で再構成された木質建材をいう。よって単に工業化された製

品とは大きく異なる。

しかし近年，プレカット機械同様，集成材の製造機械がハ

イテク化されてきたことで，「工学的手法によって強度性能を

保証する」部分を機械に依存しすぎているのではないかと危

惧する。基準法関連法令をも改正させた耐震偽装事件は，あ

る意味コンピューターを媒体として発生した事件といえるが，

ＥＷの生産にあたり使用される高性能な機械も，不適切な利

用は避けられて当然であり，出力データと実際に知るべき

値・管理する項目の相関性等は定期的にチェック，あるいは

調整していくなど，高い信頼性を確保するための‘機械に使

われない’姿勢が，長寿命化が望まれるこれからの時代に求

められていくように思う。

また，ＥＷで非常に重要な役割をする接着剤も様々な開

発が続けられ進化してきている。シックハウスに絡む対応な

どがよく知られているが，非常にデリケートな材料であること

を生産者は熟知して，管理体制をとることが強く望まれる。

長寿命化が望まれる建築物に使われるEWは，決して「木

材を細分化したエレメントを接着剤等で再構成」しただけの材

料であってはいけない。

７．耐久性に対する「信頼性」を高めるために

木材は糖分を含むため，これを栄養とする腐朽菌やシロア

リの被害を受ける可能性がある。長期的にこの被害を回避

するにはなんらかの防止策を施す必要がある。

腐朽や蟻害を防止する基本は，腐朽菌やシロアリが好む

湿った状況を作らないことである。よって木材を乾燥させて

使うことは絶対条件であり，木材を濡らさない，あるいは乾か

すディテールを取り入れた構造的耐久設計が求められること

になる。

そのほか耐久性が高い樹種の利用は当然効果があるが，

同じ樹種でも辺材と心材では耐久性が異なることを技術者

は理解しておかなければならない。また薬剤処理技術も進化

してきたが，浸透性等にもバラツキがあり，経年変化の影響

も考えられることから，長寿命化に際しては将来的に追加措

置を施しても性能の回復が期待できない場合はフェールセー

フとしてとどめておくべきと考える。

またメンテナンスについては定期的な点検を実施して，予

防あるいは不具合の早期発見・早期対応が強く求められ，輸
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入木材と共に国内に入ってきたカンザイシロアリ被害の抑

制にも有効な対策となる。

８．長寿命化を支える構造用製材

ＥＷの定義には当てはまらないが，構造用製材についても

目視だけではなく工学的手法を用いて強度区分がされるよう

になっている。但しＥＷ同様，機械・器具から出力された数

値に対し，高い知識と経験に裏付けされた技術者の能力と

腕が必要となる。

EW以上に難しいのが含水率の管理である。構造用製材は

厚みがあるため，薄いエレメントで乾燥するＥＷと比較すると，

より高い技術力，経験，そして時間を必要とする。昨今は天

然乾燥だけでなく，様々な人工乾燥方法が開発されているが，

ハード技術の開発は進んだものの，それを使用する技術者の

技術力や経験は十分に整った状況にあると言い難い。残念

ながら十分な品質状態にない乾燥材も市場で見られること

があり，こうした粗悪品が人工乾燥材の品質に誤解を生み，

国産材の人工乾燥材普及率があがらない一因になっている

ように思われる。部材寸法が規格化されている住宅用管柱

を皮切りに，今後横臥材についても，ソフト面の技術が浸透

していくことを強く望みたい。

また天然乾燥については，さらに時間と経験から生まれた，

より高いノウハウが求められる。部材サイズが規格化される

住宅用管柱，横臥材は‘見なし生産’により，住宅メーカー主

導のファースト・フード型の住宅市場にも対応可能と思われる

が，着工から竣工まで単年度の予算で実施される公共建築

物等には時間の制限から天然乾燥材の使用は困難と考えら

れる。仮に天然乾燥材を設計者等が望むのであれば，木材

が生物資源であることを十分に理解して，手配と工程が組ま

れるべきである。十分に乾燥していない木材を使用する暴

挙は許されず，生産過程などに配慮のない作品が設計コン

ペなどで推奨されないことを望みたい。

９．建築物の長寿命を支える木質建材の条件

まとめると長寿命化が望まれる建築物を支えるために求め

られる木質建材の信頼性を示すには，工学的な手法による

品質管理の導入と適切な設計が効果的と言えるが，まず乾燥

させて使うことが生物資源である木材を採用する第一の条

件と言えそうだ。それは古くから‘木遣い’をしてきた人々も，

知恵と時間をかけて実行したに違いない。

ゴルフを得意とされていた杉山英男先生は木材を建築資

材として使うにあたり乾燥は‘エチケット’であると言われて

いたことを思い出す。しかし「いいものをつくって，きちんと

手入れして，長く使う」ための建築物に採用される木材の乾

燥は‘ルール’として格上げする必要があるのかもしれない。
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1．はじめに

日本は地価が高いから，住の欠落は日本人が豊かさを実

感することを妨げているともいわれてきた。建物の使い捨

てを止め，世代を超えて使える社会ストック（資産）にす

る建物の長寿命化は，環境問題も含め社会コスト軽減にも

なるし，良い建物には消費生活への波及効果が期待できる。

そして日本の成長を支えた「良い製品を安く大量に」とい

う産業モデルは中国の登場で，「新しい価値や消費文化を

提案できる製品やサービスを市場に問う」時代になった。

感性を開花させる原動力は質の高い消費生活・安心とゆと

りにある。「生活者重視，内需振興，消費刺激」へと転換

することこそ真の構造改革であろう。

建物というものは，一度建ててしまうと永くそこに建ち

続ける。時間的・空間的にも永く存在し続け，その建物の

外観は地域に大きな影響を及ぼすことになるので価値観を

大切にしながら建物を長持ちさせ，さらに“周囲との調和”

を考える必要がある。欧州では歴史的建造物がいまだに現

役で使われている。市場価値を保つために機能の更新・用

途転換を繰り返しているからだ。日本の建物は物理的な耐

用年数が来る前に社会的なニーズに合わないなどの理由で

取り壊されるケースが多い。その原因は①資金が土地に吸

い取られ建物・設備など次世代に受け継ぐ社会資産が充分

形成されない。②量の時代に建設された建物は基本性能が

低い。③建物の躯体と内部設備が一体的に造られ，設備の

更新が難しい。④都市計画マスタープランがなく，社会資

本の都市機能として使い勝手が悪い。⑤耐震強度の強化が

必要など。

成熟経済・グローバルな地球環境問題を考慮して，社会

資本を造っては壊す時代は終わり，末永く大切に使わなけ

ればいけない時代がやってきた。長寿命化技術を活用し社

会資本の寿命をコントロールし，廃棄を分散化させる必要

がある。

ここでは，建物外観機能を担う，アルミ外装材の長寿命

化・粉体塗装技術について記述する。

2．環境負荷の少ないアルミ外装材

立派な文明を築き上げて栄え，年を経て衰退して行く。

文明の一生は社会資本の整備の歴史で，社会資本には寿命

がある。もの（建物）を造るよりも，もの（建物）を維持

することは遥かに高度な技術を必要とする。ものを造るこ

とは，計画の枠内の作業であるが，「維持」は“何時・何

処で・なに”が起こるか分からないし，しかも対処法も多

岐にわたる。もの造りに比べ，「維持」は血湧き・肉踊

る・ライトを浴びるようなことはない。また19世紀は電

気・石油のエネルギー世紀で，20世紀はそのエネルギーを

フルに利用しての技術革新の世紀であったが，技術革新に

よってCO2大量放出・「負の遺産」を残してしまった。地

球環境問題は世界的関心事で，建物の短い寿命に起因する

廃材・CO2大量排出をこのまま放置すれば世界から指弾を

浴びることになる。消費者は環境保全を評価するようにな

り，企業の品質として，「E（エコ）＋QCD」のエコロジー

を優先する仕組みの構築が問われる。文明の中心であり続

け，快適な社会を持続するには建材の長寿命化とメンテナ

ンスが不可欠といえる。

1960年以降高度成長期に花形・ヒーロー的に登場したア

ルミサッシなどアルミ建材は大変広範に用いられ，50年の

実績を得たことで，アルミ建材は「長寿命建材」と評価で

きよう。しかし半永久的と信じてきたアルマイト系アルミ

建材も維持保全によっては劣化することが残念ながら真実

である。
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21世紀になって，環境世紀に対応すべきアルミ外装材の

耐候性に優れた表面処理としては，

①高架橋密度で塗膜の樹脂分子間の結合力を高めたアクリ

ル樹脂電着塗装の耐候性複合皮膜（アルマイト下地）の開

発と共に，②ポリエステル樹脂塗料やフッ素樹脂塗料のア

ルミ用粉体塗装技術の採用によって，環境負荷の少ないア

ルミ外装材がロングライフ化でき循環型社会に貢献できる

ようになった。

3．アルミ外装材表面処理の変遷と現状

大日本塗料㈱の技術資料「カーテンウォール用塗装シス

テム・主要実績一覧表1）」を用い，カーテンウォール用塗

料の変遷を表1に示す。このデータ資料を用いたのは，大

日本塗料㈱が1960年初頭に金属建材用に熱硬化型アクリル

樹脂塗料「デュラクロン」を米国から技術導入して以後，

常に当分野のトップメーカーとして新しい塗料を上市し続

け，金属外装材塗装に多くの実績を有しているからである。

塗料技術開発に伴い，耐候性に優れるものに推移してい

ることが判る。熱硬化型アクリル樹脂塗料系がチョーキン

グなどの白亜化現象で問題視されているが，40年間もの長

い間，金属外装用塗料として用いられていた。一方，耐候

性に優れる熱硬化型一液性ウレタン樹脂塗料系は，2000年

以降減少し，高耐候性一液性ウレタン樹脂塗料系に移行し

ている。

フッ素樹脂塗料系は，アルミ外装など金属用塗料として

20年以上の経年実績を得ていることで，耐候性能上から金

属外装用塗料として主流の地位を確立したといえる。そし

て耐汚染性，建築現場塗装作業・補修性などから常温型フ

ッ素樹脂塗料系も登場している。溶剤型塗料であることか

ら塗装時にトルエン，キシレンなど揮発性有機物質VOCを

大気中に排出し，地球環境への負荷の増大や人体への影響

を招く。また塗装方式が静電塗装であるため，約40％程度

発生するし，被塗物に付着しないロス塗料の廃棄処理が必

要になる2）。

欧州では1990年以降VOC規制が強まり，溶剤系塗料から

粉体塗料への転換が飛躍的に進んで，全アルミ建材市場の

50％が粉体塗装されている。ビル外装には18％が粉体塗装

とのこと。特にドイツ，イタリアは粉体塗装が多い。近年，

中国でも粉体塗装が伸びている。

2003年，日本においても建築を巡る環境問題への対応の

要求が強くなって，ポリエステル樹脂粉体塗料が採用され，

2008年以降環境対応のVOC対策を考慮して「VOCゼロ」の

粉体塗装が増えてきた。

4．アルミ外装材表面処理の社会的要請3）

（1）アルミ外装塗装のニーズ

某大手建設会社の幹部は「アルミカーテンウォールに，

企業として，社会に対し環境対応を考えねばならない時代

に入ったと実感し，この社会的要請に応えていく責務を痛

感した。」と語っておられた。そして少子化日本における

住宅など建築需要は低落傾向にあり，その上中国・タイな

どへ生産がシフトしてアルミ建材生産量は，最盛期の2／3

以下に低下している。脱VOC，省資源，CO2削減など環境

対策が求められ，塗装業の国際競争の技術力が必要になっ

ている。アルミ外装材の表面処理の内，塗装に対する社会

的要請を次に列記する。

①建築業界はVOC対策・脱クロムの環境対応が地球環境

問題，健康安全から急務である。温室効果ガス削減は，

国際的枠組みのCO2削減目標値として建設関係が30％

も占めていることから，建設関係企業はISO14000の取
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表1 使用樹脂塗料別年代ごと建築物件数



得・保持の立場から，環境に優しいアルミ外装材表面

技術の要求度が高い。

②省エネルギー，コストダウンと国際的市場の要求もあ

り，従来の仕様規定から性能規定への大幅な改正が進

められ，耐食性，耐候性の区分に重点が置かれている。

③海外からの資材調達・海外設計の物件も増え，国際対

応の評価基準で，プロセス管理を含めて安心・信頼で

きるアルミ外装塗装製品を提供できる。

④特に高層建築では，耐震性・耐久性・安全性・環境対

応からデザイン設計・軽量性からアルミ外装が必ず折

り込まれるので，ユーザーが解り易く安心して使える

仕組みが望まれる。

⑤グローバル時代において公正なる品質評価ができる第

三者機関が求められている。

（2）アルミ外装に粉体塗装する狙い

①環境保全・環境対応・環境経営を推進できる。（溶剤

フリー・VOCゼロ，クロムフリー・アルマイト塗装下

地）

②美観・景観・維持保全に貢献できる。（化学的性能抜

群，意匠性・色調自由・メタリック）

③アルマイト・複合皮膜の20年以上の実績を踏襲できる。

（アルマイトの密着性・物理性能，粉体塗膜の耐候

性・化学的性能優れる）

④アルミ材料の選定に問題少ない。（材料のキズなど歩

留まりロスが減る）

⑤アルミなので，赤さび・腐食溶出など形状損失は全く

心配ない。

⑥大板などへの粉体塗装は，歪みが目立ち難い。また異

種素材との取り合わせでもバランスが取れる。

⑦粉体塗膜に物理的強さ（耐キズ性，エッジカバー性，

耐衝撃性）があるので，外装材の現場施工・取扱いが

比較的容易になる。

（3）粉体塗装の環境負荷低減効果

各種塗料系でのVOC削減効果とCO2排出量削減の面か

らのトータルエネルギー使用量に関する解析が，筒井晃

一氏の技術論文4）に掲載されている。その主要な部分を

記述して紹介する。

未硬化塗膜に要するエネルギーは，原料エネルギー

（樹脂・硬化剤のエネルギー）に製造エネルギー（固形

化エネルギー含む）を加算し重油換算した。粉体塗料は

他の塗料と異なり，溶融・混練，粉砕と多量のエネルギ

ーを消費するため，塗料製造エネルギーが大きくなる。

未硬化塗膜エネルギーでは，溶剤系塗料＞水性塗料＞粉

体塗料＝ハイソリッド塗料の順となり，多量の溶剤を揮

散する溶剤系塗料が最も不利である。表2に各系での全

エネルギーを示す。この結果より，エネルギー消費の大

きい順に溶剤系塗料＞水性塗料＞粉体塗料＝ハイソリッ

ド塗料となる。ここでは水性塗料のプレヒート工程を考

慮していないが，実用上は必須でエネルギーが加算され

る。なお，各種塗料系をエネルギーで比較するよりも，

揮散溶剤量や廃塗料，廃液量などで比較することが現実

的である。粉体塗料は溶剤揮散ゼロで回収再使用が可能

なので，この点で圧倒的に有利である。

建築物件「シンクパークタワー（旧明電舎跡地・東京

大崎駅前）」で，アルミ建材に粉体塗装が採用されVOC

削減など環境負荷低減データが紹介されている5）。カー

テンウォールの見え隠れ部分とガラス部位の内部を粉体

塗装したことで，従来の溶剤系フッ素樹脂塗料から揮散

するVOC排出量を68％も削減している。

このように粉体塗料は環境規制，省資源化に適してい

るだけでなく，塗装時の温度・湿度制御もあまり厳しく

なく塗装方法が容易で省スペース化も可能であるなど，

環境問題・品質・生産性への関心の高まりから，粉体塗

装がアルミ外装塗装に注目されている。

（4）国内のアルミ外装粉体塗装施工状況

最近，粉体塗装が採用された主な事例は，

2003年：汐溜シティータワーセンター，三菱重工品川本

社ビル，コレド日本橋

2004年：大阪証券取引所ビル

2005年：大崎一丁目ビル，西新宿KSビル

2006年：錦糸町ビル
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表2 各種塗料系での自動車1台当たりの全エネルギー



2007年：東京ミッドタウンA棟，B棟，読売銀座2丁目ビ

ル，シンクパークタワー，

台場2丁目S棟，乃村工藝社本社ビル

2008年：新横浜駅ビル，仙台一番町ビル（外部＋内部），

新宿モード学園

なお，粉体塗装施工の使用部位は，カーテンウォール

内部が主体で，その塗装面積は物件の70％を占めている。

そして，その塗料はポリエステル樹脂粉体塗料である。

5．第三者機関による品質認証制度の導入

（1）クォリコート認証規格とは

1986年に欧州で，“建築用アルミの塗装品質を維持推進

するため”に発足した認証制度（クォリコート本部・スイ

ス）である。ISO9000やISO14000よりも性能・プロセス管

理を含めて厳格な基準によって，アルミ建材の塗膜品質を

維持評価する仕組みである。アルミ建材塗装品質を保証す

るために，塗料と併せ塗装プロセスを含めての塗膜関連の

性能試験とその管理状態など，毎年継続的に抜き打ち検査

など実施する審査制度である。塗装業の認証ライセンス取

得工場は，欧州を中心に中近東，アジア，アフリカ，豪州，

中南米など世界41ヵ国，350工場に及んでいる。

日本では主にAAMA2605（溶剤系フッ素樹脂塗料）が用

いられている。

AAMA規格は米国建築製造業協会の業界で定めた品質規格

で，性能品質試験方法とその評価基準値が定めている。しか

し塗装仕様・塗装工程など管理・検査・点検は含まれていな

い。一方，品質の生産状況の管理を行う規格にはISO9001が

あるが，ISO9001の品質基準は認証取得会社（工場）の申告

によるもので，会社（工場）によって格差がある。

これに対して，クォリコート規格は粉体塗装分野で20年

以上の実績のある認証規格制度で，品質規格に基づき，塗

料・前処理，塗装工程を包括的に審査し，認証することに

よって塗装したアルミ建材の品質を保証するシステムであ

る（表3参照，AAMA規格との違い。表4参照，性能グレー

ド）そのために性能品質，プロセス管理を第三者機関が試

験，検査を行うもので，認証ライセンスを取得した工場の

製品は品質ラベルの表示ができ，顧客への安心・信頼の証

となる。
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表3 クォリコート規格とAAMA規格の違い

規格のポジション・種類�

認証ライセンス評価機関�

試験方法・判定基準適用対象範囲�

品質グレード�

品質保証内容� アルミ建材の塗装工程プロセス管理を含め、塗料・塗装品の性能品質。�
品質ラベル表示の権利�

耐候性・等級3クラス�

フロリダ暴露試験を含む各種試験を行う。前処理，塗料，塗膜，塗装製品，塗装工場�

民間の第三者機関によって試験・検査を行う。年毎に定期・不定期検査を実施する。�
国別ライセンス契約。�

欧州中心，本部スイス。導入39カ国・取得工場347件。�
アルミ建材塗装品の品質保証のための認定制度。塗料・塗装工程・塗装品の管理・審査�

アルミ建材塗装品の性能品質�

米国建築製造協会の業界規格�

自主検査�

耐候性・3グレード�

若干試験方法条件が異なる程度�
ほぼクォリコートと同様�

項　　　目� クォリコート� AAMA

表4 耐候性グレードの種類・使用部位環境の考え方（例示）

耐候性�
グレード� 使用部位� 使用環境�フロリダ耐候性  暴露角度�

（クラス別）光沢保持率％�
参考（AAMA フロリダ暴露�
南面角度 45°  光沢保持率％）�

クラスⅠ�

クラスⅡ�

クラスⅢ�

海塩粒子や工場・交通機関などによる汚染物
質の影響が少ない地域�

海岸に近接するが海塩粒子の影響が少なく，
工場・交通機関などによる汚染物質の影響を
受ける地域�

海岸に近接し，海塩粒子の影響を受け，かつ
工場・交通機関などによる汚染物質の影響を
受ける地域�

1年　南面角度5°　50％以上�

3年　南面角度5°　50％以上�

10年  南面角度45°  50％以上�

屋内・一般的な環境の屋外�

過酷な環境の屋外�

過酷な環境で，かつ紫外線露光量�
の多い地域の屋外�

#2603　フロリダ1年�
チョーキングなし�

#2604　フロリダ5年�
30％以上�

#2605　フロリダ10年�
50％以上�



（2）日本国内にクォリコート認証規格導入

昨今，工業・農業などあらゆる商品において，品質・性

能・安全・健康・環境など社会的な重大懸念に対して，第

三者によって厳正な判断・裁定を行って欲しい旨，消費者

から大いに要求されている。

日本には，ビル建築などに用いるアルミ建材用塗膜品質

に関する公的な規格は存在しない。

アルミ建材の焼付塗装に関する品質規格には，軽金属製

品協会の業界規格と日本建築仕上学会制定（2005年）の

「焼付塗装標準仕様書」（塗装工程など検査管理の仕組み）

がある。

そこで，日本でアルミ建材の表面処理に実績を持つ軽金

属製品協会と粉体塗装の団体である日本パウダーコーティ

ング協同組合が共同で，2008年11月クォリコートジャパン

を設立し，ゼネラルライセンシ―になり，世界的に事実上

の国際的認証制度として認められているクォリコート認証

規格（品質を規定するだけでなく，公正な審査基準に基づ

き第三者の審査により認定・認証を受けることによる信頼

性が確保された制度）を導入した。

6．アルミ外装用粉体塗料・粉体塗装技術の現状と

開発状況

（1）粉体塗料，粉体塗装の技術と設備2）8）

粉末状の塗料を専用の塗装ガンで帯電させ，被塗物のア

ルミ外装に吹き付ける。被塗物にはアース線を接続して帯

電した塗料が，アースの吸い付かれるように付着する。塗

膜として150℃～200℃の温度で溶融・熱により化学反応を

起こし硬化させる。粉体塗料の回収，再利用には回収装置

を設けている。

中近東の気候条件は欧州とは異なり，高度な耐紫外線が

要求されることから，2000年頃までは，溶剤系フッ素樹脂

塗装が中高層ビル向けアルミ外装材の主流であったが，コ

スト低減と内装カーテンウォール部位には，粉体塗装で充

分な性能が得られることから，クォリコートクラスⅡ：ポ

リエステル樹脂粉体塗装が採用された。

日本でも，粉体塗装が，溶剤系フッ素樹脂焼付塗装と遜

色ない性能を有していると確認され，2003年以降，環境対

応型VOC対策を考慮してのポリエステル樹脂粉体塗装がア

ルミ外装（主に内部用）に採用された。（表59）参照）
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表5 CWアルミ部材 表面処理仕様の提案例

要求品質� 表面処理仕様（提案）�部位� 定　　義�

A

B

C

外
部
形
成�

内
部
形
成�

内
外
部
共
通
形
成�

高温焼き付け型フッ素樹脂塗装（3分艶（つや））�
指定色：（濃色グレー）�
・膜厚30μm以上�
・塗料（大日本塗料，日本ペイント，関西ペイント，トウペ，PPG，etc）�
　　カイナー500ベース（70％含有）�

高耐候性ポリエステル樹脂粉体塗装（3分艶）�
指定色：（濃色グレー）�
・膜厚48μm以上（平均60μm）�
・塗料（AKZO NOBEL，Tiger，PPG，大日本塗料，日本ペイント，etc）�
　耐食性：フッ素樹脂塗装相当　　耐候性：ウレタン樹脂塗装相当�

・意匠性（色調・光沢・外観）�
・高耐久性（特に耐候性・耐食性）�
　太陽光，水，汚染物質に暴露され，�
高耐候性，高耐食性が要求�
　フッ素樹脂塗装相当（参考AAMA2605）�

・高耐久性（特に耐食性）�
・意匠（色調）に違和感のないこと�
　ウレタン樹脂塗装相当（参考AAMA2604）�

見えがかり面�

外部に面する箇所があ
るが直接太陽光が照射
されないもしくは著し
く照射時間が短い等の
陰となる部分�

（同上）�
・意匠性（色調・光沢・外観）�
　アクリル樹脂塗装相当（参考AAMA2603・
2604）�

内部見えがかり面（ガ
ラス越しに太陽光が照
射される箇所含む）�

内外分割�
取り替え可能�

シンプル形状─�
品質・コスト�

注　 または外部，内部と共に「陽極酸化塗装複合皮膜 9 - 12μm（耐候性艶消し電着クリヤー）」。�

表6 PVDFとの比較

溶剤型PVDF 高耐候性ポリエステル粉体塗料�

環境性�

経済性�

塗膜強度�

VOCの排出なし�
有害物質を一切含まない�

1回塗り�
塗料の有効利用率＝Max95％�
焼き付け温度：200℃�

溶剤型＝VOCを排出�

鉛筆硬度：H～2Ｈ�
エッジカバー性：良好�

鉛筆硬度：F�
エッジカバー性：劣る�

2～3回塗り（プライマー）�
塗料の有効利用率＞45％�
焼き付け温度：240℃�

メンテナンス性�

意匠性�

ホコリ，汚れに強い�
（メンテナンス頻度が減少）�

艶消しからハイグロスまで可能�
テクスチャー仕上げ可能�
メタリックの輝度には限界あり�

浸透性＝汚れを寄せ付ける�

艶（つや）消しのみ�
基本的にフラット仕上げのみ�
高輝度メタリックが可能�



（2）溶剤系フッ素樹脂塗料と高耐候性ポリエステル樹脂粉

体塗料との比較

溶剤系フッ素樹脂塗料（ポリビニリデンフルオランド，

PVDF）の耐候性は20年の実績に裏付けされている。ポリ

エステル樹脂粉体塗料は，光沢保持率で若干劣るが，①塗

膜強度や環境への負荷が少ないこと。②焼付温度が低いこ

とでアルミ素材へのストレスが緩和される。③意匠的にほ

とんどの色（黄，赤，オレンジなどを除き）・艶に対応で

きる。④高輝度メタリックが可能。など利点がある。（表

610）参照）

（3）粉体塗装の開発動向と課題

①欧米で50％以上と多用されているHAA硬化系（ヒドロ

キシアルキルアミド，毒性なく安全）のポリエステル

樹脂粉体塗料は，高温多湿の日本では耐湿性や耐食性

が充分でない（水が揮発するため膜厚に制限があり，

二次密着性，表面ワキ，焼付時の黄変の問題がある。）

ので，ウレタン硬化系より低温で，ブロック剤の揮発

のない耐沸騰水性，耐湿性を改良した低温硬化型ポリ

エステル樹脂粉体塗料が開発された。フロリダ屋外暴

露試験5年経過で60％以上のグロス値維持と安全性・

耐候性より市場への展開が期待されている。

②高性能色替えブースが発達して，色替時間が短縮され

るなど塗装面での対応が進んだ。しかし，塗料供給面

では粉体塗装の少量多色化に対する小ロット，価格，

納期，常備色など課題が残っている。

③非クロメート化は，まだアルマイト以外にアルミ外装

用に実用化されていない。粉体塗装の静電塗装ライン

工程に組み入れるに当たって，粉体塗装専用アルマイ

ト処理技術の確立が望まれる。

7．おわりに

意匠性の要求が増えてきており，粉体塗料においてもメ

タリック色，パール色，サテン調，テクスチャーなどの要

望が益々増え，特にメタリック粉体塗料の引き合いは多く，

屋外用途の製品にも広がりを見せている。

アルミ外装への粉体塗装を導入する際，注意しなければ

ならないことがある。過去に大失敗して，10数年間の空白

期を招いたことがある。それは，1961年　米国・ペンウォ

ルト社で開発されたポリビニルデンフッ化物をベースに高

耐候性塗料として登場した溶剤系フッ素樹脂塗料が日本某

有名建物（東京・千代田区）竣工後直ぐに塗膜剥離する大

クレームを起こした。調査の結果，原因は塗装の焼付不足

であった。

アルミ外装粉体塗装製品は長寿命・リサイクル性の優等

生で，近く日本国内にもクォリコート認証ライセンス工場

が誕生する予定でもあり，安心・信頼のできる「クォリコ

ート認証ラベル」をご指名頂きたい。
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1．はじめに

現在，市場に流通している多くの建築材料は，その用途

に応じた耐用性を有しており，何らかのかたちで耐久性に

関する評価を行っているものと考えられる。ここでいう何

らかの耐久性の評価とは，建物と同程度の使用（供用）に

耐え得るという漠然とした設定により材料の材質からみて

変質や変形がないということや単純に長年の使用実績があ

るということであったりする。 また，製造・製作の仕様を

定めていることにより耐久性を確保する場合もあり，JISな

どで試験方法が定められている耐久性能を評価するなど，

現状では様々な評価レベルの手法が存在している。

材料の耐久性を評価するための考え方には，建物に材料

が使用される状態や環境と材料に表れる剥離，ひびわれ，

変色等の劣化現象や不具合さらには材料の機能の喪失とい

う因果の関係性があるので，劣化因子とその強度レベル及

び結果としての劣化現象レベル及び要求レベルを明確にす

ることが必要である。また，実際に材料の劣化をみるため

には，促進試験のような試験装置を含めた試験方法などの

評価技術が必要となる。地球環境問題から建物の長寿命化

が叫ばれている今日，長期に供用する建物・住宅を建築す

るためには耐久性のある建築材料の開発やメンテナンスの

ための材料の劣化情報が求められるようになってきてい

る。しかし，そのためには同時に耐久性を試験・評価する

方法が不可欠である。本論は，主として建築材料の気候を

対象とした耐久性について試験・評価方法の現状と今後の

課題について述べる。

2．建築・建築材料の耐久性に関する研究開発の経緯

建築材料，部材さらには建築の耐久性に関する評価法に

ついては，今までにも多方面で研究開発が行われている。

高度経済成長時代の初期に新たな戸建て住宅や共同住宅，

ビル建築が盛んになるとともに，各種の建築材料が開発さ

れたが，JISのように規格化された材料は，用途に応じて耐

久性に関する基準を設け，その評価法としての試験方法が

規定されている。また，個別の材料については開発の段階

で耐久性の検討を行った研究論文も多く見受けられる。

昭和50年代には，大型のプロジェクトが立ち上がり，総

合的な検討が行われた。当時は，省資源の観点から建築物

の耐久性に関する問題が社会的な関心を集め，新住宅開発

の重点施策に耐久性向上が取り上げられるなど注目され

た。特に建築の躯体の耐久性は，建物の耐用年数や構造安

全性にも大きく影響するので，通商産業省（現・経済産業

省）の新住宅開発プロジェクト「住宅躯体材料の耐久性向

上技術の開発」（昭和55年～昭和59年）で研究開発された。

また，時を同じくして建設省（現・国土交通省）では総合

技術開発プロジェクト「建築物の耐久性向上技術の開発」

（昭和55年～昭和59年）で，建物の耐久性全般についてメ

ンテナンスを含めたライフサイクルが検討された。

一方，建築材料や部材に関しては，各材料の使用環境，

状態で予想される劣化要因による耐久性試験・評価方法の

標準化が必要ということで，昭和59年度から平成元年度ま

で通産省工業技術院（当時）からの委託で当財団が「建築

材料等の耐久性の標準化のための調査研究」を行っている。

この調査により，ボード類，外壁材料の耐湿性，耐水性，

耐凍害性試験，汚染促進試験，屋外暴露試験などのJIS原案

や内外装材のかび抵抗性試験，高分子材料のオゾン劣化試

験，金属系外装材の耐食性試験などのJIS原案を作成した。

現在もJIS又はJSTM（建材試験センター団体規格）として

活用されている。

その後，平成11年度から3カ年において同じく工業技術

院からの委託で「建築材料の用途別性能の標準化に関する
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調査研究」の中で，耐久性とは性能の耐久性であるとして

材料と部材間の性能耐久性評価のフレームを明確にした。

平成15年度には，経済産業省の委託で，「建築材料の耐久

性能の標準化に関する調査研究」を行い，耐久性に関する

基本概念の検討や課題などについて整理した。本誌の2003

年（平成15年）1月号では，「建築材料，部材の耐久性評価」

について特集している。

最近は，地球環境問題からCO2排出や産業廃棄物の削減

をはかるために建物を長寿命化するということからの耐久

性の評価が新たな課題として取り組みが開始されている。

3．各種建築材料のJIS等規格で定めた耐久性関連試験

多種多様な建築材料の耐久性は，劣化因子によりいろい

ろな劣化の性状現象がみられる。ここでは主に屋外環境に

よる耐久性（耐候性）に注目して，主要な材料の要求基準

や評価法について現状を見てみることとする。

（1）コンクリート

コンクリートは，構造材としていろいろな建築物の耐用

年数に直接的に関係するので，以前から耐久性に関して数

多くの研究・開発がされている。

鉄筋コンクリートは構造材として，JASS5（日本建築学

会標準仕様書，鉄筋コンクリート工事）で耐用年数を目標

とした品質と施工の基準が定められている。この耐久性確

保の要因は，①ひび割れが生じにくいこと，②中性化の抵

抗性があること，③鉄筋の腐食に対する防錆性があること

（塩化物量）， ④凍結融解作用の抵抗性 があること，⑤ア

ルカリ骨材反応が生じないことという5項目となっている。

コンクリートの耐久性の評価として簡易的な方法は中性

化促進試験である。この方法は，20℃でCO2濃度が5%の雰

囲気で1週から26週放置したコンクリート試験体の表面か

らの中性化の進行度を見るというものである。しかし，こ

の評価が実際の建物として使われたコンクリートで何年に

相当するかは明確ではないが，中性化進行の予測式は提案

されている。

鉄筋コンクリートの場合，内部の鉄筋の腐食が劣化の大

きな問題となっている。これはかぶり厚さと中性化および

ひび割れが関係していると言われているが，鉄筋コンクリ

ートを試験体として劣化促進耐久性試験のような方法がな

いために鉄筋の腐食との関係性が不明である。

ひび割れについては，平成21年2月にJASS5が改正され，

供用期間が長期及び超長期のコンクリートを対象として，

コンクリートの乾燥収縮率の上限値（8×10-4）が規定され

た。試験方法は，決められた配合条件によりコンクリート

を作製し，材齢1日で脱型，20℃の温度で1週間水中養生し

た後温度20℃，相対湿度60%の恒温恒湿室で6ヶ月乾燥させ

る。長さの変化は，コンパレータ法等により測定し，乾燥

収縮率を算出する。

凍結融解試験は，コンクリート供試体を－18℃の凍結と

5℃の融解の処理サイクルで所定の回数を繰り返すという

もので，質量及び共鳴振動数を測定して変化率や相対動弾

性係数，耐久性指数を求め，抵抗性の評価を基準（サイク

ル数）と照合して行うことができる。

（2）プラスチック材料

プラスチックという高分子材料は，建築分野では塗装，

シーリング材，ガスケット，防水材，接着剤，ボード，断

熱材など非常に多く使用されている。プラスチック材料の

場合，特に屋外で使用する場合には紫外線，熱，水分の劣

化因子による品質の劣化が問題になる。このため屋外の太

陽光及び降雨による劣化を想定した促進耐候性試験がJIS A

1415に規定されている。この試験は，光源をキセノンアー

クとした場合とカーボンアークとした場合がある。キセノ

ンランプは比較的太陽光に近いエネルギー分布であること

から，実暴露との相関性が比較的よいとされている。カー

ボンアークは短波長領域のエネルギーが太陽光よりも比較

的強く，キセノンよりも劣化速度が大きいとされている。

試験装置は，これらの光源を中心におき，周囲に試験片を

配置して光源のまわりを回転する機構となっている。槽内

の温度は60℃で，降雨を想定した純水を表面に断続的に噴

霧する。照射時間は，250～500時間が一般的である。照射

後の試験による強度の低下や色の変化，外観観察による表

面の変化などを測定する。この方法は，実際の耐久性，寿

命とは合致しないことが多く，プラスチック材料の相対評

価あるいは耐久性能のスクリーニングと考えられている。

代表的なプラスチック材料について以下に述べる。

①建築用シーリング材

建築用シーリング材の性能は，水密・気密性，目地の
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ムーブメントの追従性，耐久性の3点が要求される。耐

久性評価に関しては，動的な試験が必要であるとの観点

から，目地幅可変型試験体を用いた新しい耐候性試験方

法の提案がある。これはアルミ平板にＬ型アルミ板を平

行に取付け中央部を回転軸で固定し，目地に連続的な伸

縮変形を付与できる治具を用い，定期的に目地幅を交互

に変化させ，暴露を行う試験である。この試験と屋外暴

露との相関はシーリング材の種類により促進倍率が異な

るということである。

また，部位・部材レベルの建築用シーリング材の耐久

性評価としては，壁接合部について接着耐久性では熱・

水分試験後に界面接着力を物理的評価する方法を，耐疲

労耐久性では日間ムーブメント相当の繰返しを行い残留

変形量で評価する方法を日本建築学会で検討されてい

る。

②建築用ガスケット

建築用ガスケットもシーリング材同様に，外壁部位の

水密･気密性，ムーブメント追従性が要求される。製品

JISでは，耐久性として試験温度100℃の雰囲気で3～14日

さらすという熱劣化試験を行う。評価は，劣化前後の硬

さ，引張強さ，伸びの物性変化等で行っている。建築用

ガスケットの屋外暴露試験結果と熱劣化促進試験結果を

対比し，その相関性を明らかにし，アレニウスプロット

法による寿命推定手法の検討も行われている。また，目

地部分でのガスケットの使用状態を考慮した圧縮拘束試

験体を用い，熱劣化試験での復元性状が検討され，「外

壁接合部の水密設計および施工に関する技術指針」に反

映されている。

③建築用防水材料

屋根用の防水材料には，漏水から建築物を守り延命す

る役割があり，常に太陽光，雨水にさらされるという過

酷な条件から建築物を保護している。従来，防水材料で

はJIS等に促進試験は規定がされているが，同規格は，品

質管理上の規定であり，耐久性の評価までには至ってい

ない。環境問題を踏まえ，長期耐久性が要求されてきて

いる今日，日本建築学会防水工事運営委員会では，防水

材料の耐候性試験法WGにおいて，平成14年から，材料

の長期屋外暴露試験を北海道（旭川），千葉（銚子），沖

縄（宮古島）で継続している。同時にJIS A 1415に準拠

したキセノン，オープンフレームカーボン，紫外線蛍光

の3種類の促進耐候性試験および熱劣化試験を実施し，

特にキセノンでは，10,000時間の長時間照射を行い，屋

外との相関性の検討を行い，耐候性試験方法の確立に向

け検討を行っている。対象防水材料は，アスファルト，

改質アスファルト，高分子ルーフィング，塗膜防水とし，

劣化評価は，従来のJIS法での力学的特性のほか，アスフ

ァルト防水では，成分の化学的変化を含め種々の新たな

手法の検討を行っている。

また，防水材料は，施工後防水層，防水システムとし

て防水性能を長期間担保する必要があるため防水機能・

性能の耐久性を評価する手法として，JASS8防水工事に

規定されている種々の工法を対象に，防水層の被膜不透

水性・被膜接合部連続性・被膜下地接着性の検討も行わ

れている。耐久劣化負荷項目としては熱劣化，紫外線劣

化，水分劣化，オゾン劣化を負荷し，同時に屋外暴露後

処理を行い，処理後の機能・性能を評価するというもの

である。

④建築用塗料

建築用塗料は，特に外装用途では下地材に関わらず，

紫外線・水分・熱の影響を受け劣化する。塗膜の耐久性

の評価としては，屋外曝露試験（JIS Z 2381，JIS K 5600-

7-6などに規定）での評価が多数行われている。この場合，

地域や設置条件などで差異が生じるので，補正をして実

際の曝露環境での寿命を推定する必要がある。促進耐候

性としては，キセノンランプ法が規定されており（JIS K

5600-7-7），塗膜劣化の評価は，外観，変退色，汚染性な

どである。建材で多く用いられる鋼製下地の塗装鋼板で

は，さらに塩類による劣化負荷が加わる複合サイクル試

験として，今までの塩水噴霧－乾燥－湿潤の繰返しに紫

外線を与えることによる検討もされている。

⑤再生プラスチック

木材とプラスチックを複合させた，木材・プラスチッ

ク再生複合材の耐久性についてはJIS規格が制定される予

定であり，材料の用途に応じた劣化因子を考慮した耐久

性の評価が可能な促進劣化試験である。耐久性の試験項

目としては，屋外暴露，促進耐候性，長期吸水性，曲げ

クリ－プ性などや複合劣化試験がある。木質系と高分子

系材料を原料としているため長期吸水性は，温度20℃及
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び40℃で365日間の浸水処理を行い，曲げ物性，形状変

化の測定を行うというものである。複合劣化試験の試験

条件は，JIS A 1415のキセノンウェザメ－タ－で1,000時

間の処理後，－20℃と＋60℃の熱冷繰り返し処理を100

サイクル行い，表面性状及び力学的特性の評価を行うと

いう方法である。

（3）窯業系外装材（サイディング）

JIS A 5422により，耐候性と耐凍結融解性が規定されて

おり，基準が示されている。耐候性は，カーボンアークサ

ンシャインウエザーメーターで1,000時間照射した後，剥離

や膨れなどが表面に表れる面積で評価する。最近では，表

面に塗装した製品でも10,000～15,000時間照射しても大き

な変退色が見られないほど性能が向上しているという。た

だし，耐用年数との関係は明瞭ではない。

耐凍結融解性は，JIS A 1435に気中凍結水中融解法（－

20℃～＋20℃）により200サイクル行い，表面の剥離面積

と厚さ変化率で評価している。

（4）外壁タイル

陶磁器質タイルは，JIS A 5209に耐久性が規定されてお

り，用途により項目が異なる。また，貼付け材として接着

剤のJISもある。外壁タイルの場合の耐久性評価は，促進劣

化試験として温冷繰返し，凍結融解，乾湿繰返しなどがあ

るが，JISでは温冷繰返しが規定されている。しかし，回数

が10回程度であり，長期的な耐久性としてこれで十分かど

うかが明確でない。

4．耐久性評価の課題

耐久性の評価を行うにあたって，いろいろな課題がある。

そもそも「耐久性」という総合的な概念について統一的な

解釈がまだなされていないと言われている。しかし，実際

問題として自然気象を対象とした耐久性（耐候性）を評価

する場合は，促進試験が評価の基本と考えられる。この促

進試験についての課題をあげると次のようなものになろ

う。

（1）劣化要因と耐久性評価の考え方の整理

耐久性を評価するためには，いろいろな材料の「寿命」

の判断基準を明確にする必要がある。一般に寿命とは，も

のの性能が要求水準あるいは要求される機能を満足できな

くなった時までの時間と言えるが，要求されるレベルが使

用目的によって異なってくる。例えば，外壁の塗料の場合，

変色程度では仕上げ材の機能としての能力には影響しない

が，外観性からみた場合問題となるというように，どの現

象を対象としてどの段階をもって寿命とするかを明確にす

る必要がある。また，これはメンテナンス計画とも関係す

ることである。

耐久性評価とは性能の変化（劣化）を評価することであ

るが，性能の変化には定量化できるものとできない定性的

なものがある。定量化できるものは，引張強度の物性など

がこれに当たる。また，いろいろな性能項目がありそれを

時間軸でみた場合汚れや摩耗のように連続的に低下するよ

うなパターンと初期に変化が大きいものや段階的なものな

ど劣化のパターンが様々である。劣化要因とそれに伴う劣

化現象と関連する性能の低下の評価について明瞭にしてお

きたいものである。

（2）評価対象の範囲

現在，耐久性の評価対象を主に建築材料でみてきている

が，しかし実際は材料を組み合わせた結果としての部位・

部材での耐久性が問題になる。ユーザー要求からみても建

物が完成された状態での耐久性であるので，対象としては

部位・部材を考える必要な段階となっていると言えよう。

しかし，材料毎の評価は基本であり，促進試験としても材

料の方がやりやすいのは自明である。材料については，JIS

のように規格化が進められており，品質が確保されている

状態であるが，長期耐久性が求められている現在では，さ

らに耐久性のレベルアップが求められている。なお，材料

レベルでの評価が，部材レベルに変換できるような手法の

開発も一つの課題と考えられる。

（3）劣化促進耐候性試験方法・装置の開発

耐久性を評価するための試験方法とそれに伴う装置につ

いては，非常に困難ではあるが，第一義的にユーザーが求

めているように材料が何年持つかという問いに答えられる

新たな促進耐候性試験の開発が必要であろう。難しいとし

ても，試験時間（サイクル数）と耐用年数との関係をでき

るだけ明確にする必要性がある。

前述したように，実際に材料が使用される条件を考慮し

た施工後の部位・部材での試験も必要となる。この場合は，
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材料の組合せによって環境条件（劣化因子）がどのように

影響するか，材料内部の熱応力，水分移動，膨張収縮によ

る外力などによる評価ができる。

新たな劣化促進耐候性試験の開発には，次のようなこと

が検討課題となる。

①現状の耐久性評価技術の調査と課題の整理

この件は，今までの調査研究である程度問題点や課題

が整理されているので活用できる。

②これを踏まえた劣化因子と試験の与条件の検討

評価としては初期性能からできるだけ短期間で劣化状

況や耐候性能が判明することが材料開発や使用にあた

っては要求されていることから，劣化因子の強度レベ

ルやサイクル数（時間）という試験の与条件の設定や

耐用年数との関係性を検討する必要がある。また，複

数の劣化因子があるとすれば，クリティカルな因子の

検討や複合的に作用する場合の因子と試験の与条件の

検討などが必要となる。

③プロトタイプの試験装置の開発

試験方法の検討には，実際の試験の中から知見が得ら

れることが多い。従って，このためにはプロトタイプ

の試験装置の開発が必要である。この試験装置のイメ

ージとしては図に示すようなものが考えられる。

5．おわりに

建築材料の耐久性評価技術の現状と課題について，大ま

かに述べた。評価を適切に行うためには，劣化のメカニズ

ムも知る必要がある。促進試験の必要条件としては ①試験

結果の再現性がよい，②促進性が高い，③実際との対応関

係が得られることであるが，評価技術の開発研究は，正に

今始まったと言っても過言ではない。なお，参考文献は記

さなかったが，2．で取り上げた調査報告書を主にしてい

る。
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複合促進劣化による耐久性試験装置のイメージ図

プロフィール

黒木勝一（くろき・かついち）
財団法人建材試験センター

中央試験所所長



7 建材試験センターでは，平成20年度より3ヶ年計画

（平成22年度まで）で，経済産業省からの委託事業として

「住宅用外装材の長期耐久性評価手法に関する標準化」に

関する調査研究を進めている。同調査研究においては，当

財団内に研究委員会（委員長　野口貴文東京大学准教授）

を立ち上げ，住宅用外装材の長期耐久性の評価手法ならび

に複合劣化因子及び長期耐久性を考慮した促進試験方法の

検討を行っている。この調査研究の背景には，平成21年6

月に施行された「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」

がある。長期優良住宅の普及は，国土交通省の政策として

推進されているものであり，少子高齢化に伴う「住宅の長

寿命化」を推進するものである。これら住宅の長寿命化を

推進するためには，住宅を構成する各種住宅用建材の長期

間使用がニーズとして発生してくる。そのため，これらの

建材を長期間使用することを前提に，適切な材料の耐久性

評価手法の構築が求められることとなる。

日本では，住宅用外装材として様々な製品が使用されて

いるが，防火性能が高いサイディング材の使用が多い。サ

イディングの中でも，窯業系サイディングの国内シェアー

が圧倒的に多いことから，現在，窯業系サイディングなら

びにシーリング材を主に研究検討を行っている。なお，建

材試験センターでは，これらのサイディングが部材として

施工された場合の性能の確認ならびに維持管理についても

別途，研究を進めている。
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住住宅宅用用外外装装材材のの長長期期耐耐久久性性
評評価価手手法法にに関関すするる標標準準化化

財団法人建材試験センター　調査研究課

鈴木澄江

建建物物のの長長寿寿命命をを支支ええるる建建材材試試験験セセンンタターーのの動動きき②②



近年，地球温暖化対策の一環として建築物の省エネルギ

ー化が図られ，断熱材への注目がより一層高まっている。

住宅をはじめ建築物の長期使用を促進する流れも相まっ

て，断熱材にも長期的な性能確保が求められている。

建築物に用いる断熱材は発泡プラスチック系断熱材（発

プラ系断熱材）と繊維系断熱材に大別されるが，これまで

の研究から，発プラ系断熱材は時間の経過に伴って断熱材

中の発泡ガスが放散することより，断熱性能が低下するこ

とが指摘されている。日本工業規格（JIS）では断熱材の断

熱性能を測定・評価する方法が規定されているものの，断

熱材の断熱性能の時間経過による変化を予測・評価する方

法は規定されていない。

このような背景のもと，当財団では，（独）新エネルギー･

産業技術総合開発機構（NEDO）の委託事業として，「建

築用発泡プラスチック系断熱材の熱抵抗の長期変化の測定

方法（試験室における促進試験方法）」のJIS原案作成の可

能性を検討している。

この事業は，平成17年度から平成19年度に実施した「断

熱材の長期断熱性能評価に関する標準化調査」の成果を踏

まえて，被覆層の拡散抵抗の測定・評価の方向性を検討し，

同測定・評価方法の開発検討，実証実験による検証を行う

計画である。また，測定方法を標準化する意義と課題など

を有識者，行政等中立者，使用者，生産者で構成する標準

化検討委員会（委員長：近藤靖史教授（東京都市大学））

で審議を進めている。これらの結果からJIS原案作成の実現

性が認められた場合は，平成22年度にJIS原案を作成し，平

成23年3月に提案するよう計画している。

ここでの主な課題は，被覆層（断熱材の表裏面を覆う層）

の影響の評価方法を開発することである。国際規格ISO

11561では，断熱材をスライスすることで促進的に発泡ガ

スを放散させて熱抵抗の長期変化を測定する方法が規定さ

れているが，被覆層による発泡ガスの放散を抑制する効果

を評価することができない方法であるため，現状ではこの

方法をJISとして我が国の標準試験方法とするには至ってい

ない。被覆層による発泡ガスの放散を抑制により断熱材の

熱抵抗の経年変化を抑制させる効果を含めて，測定方法を

標準化することが求められているところである。
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建建築築用用発発泡泡ププララススチチッックク系系
断断熱熱材材のの熱熱抵抵抗抗のの長長期期変変化化のの

測測定定方方法法のの標標準準化化
財団法人建材試験センター　調査研究課

菊地裕介
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1995年1月17日，朝のテレビで大惨事のニュースが流さ

れ，驚愕の一日が始まった。その日は火曜日で，午後に空

気調和・衛生工学会の定例理事会が予定されていた。たま

たま私はその学会の会長の任にあったが理事諸氏は皆沈痛

な面持ちで理事会に臨んだ。通常の議事に加えて私が提案

したのは，災害対策委員会の設置であった。その趣旨は，

緊急の際にはこの発議で調査団を組織して迅速に行動でき

る体制を作っておき，理事会の承認は事後でよいとした。

他にも設備の耐震設計や施工基準の作成などの重大な作業

があった。

早速委員長には木内俊明教授が任命され，早急に調査団

を組織して一行は阪神方面へ向かった。調査の成果は報告

書に纏められ，同時に他の学会とも協力して活動が緊密に

行われ，報告会も開催された。同委員会の委員諸氏の努力

によって，「建築設備耐震設計指針」が編集され，当学会か

ら刊行された。その後改訂もなされている１）。

マスコミでも大きく報道されたように，神戸市長田地区の

密集住宅地の大規模火災は目を覆うばかりの大惨事となっ

た。そこでは火災鎮火直前に電気が供給されたために，再び

火災が広がるという，いわゆる「通電火災」が学会の報告会

でも報じられたことがあった。ところが都市ガスの元栓が地

震発生後，5時間ほど経ってようやく止められたとのことで，

その間には火災現場に燃料が供給し続けられたことになる。

都市ガスは公益事業であるため，非災害地へは供給しなけれ

ばならないという義務の方が重く見られたらしく，実際は火

災の拡大が助長される結果となり，多くの人命が失われてし

まった。この処置は大変な失敗であった。震災後，都市ガス

配管は分岐部のところに栓が設けられたと聞く。私は以前に

マンションの都市ガス爆発事故があった際にガス器具の安全

性に対して警鐘を発したことがあり，配管の直接埋設は危な

いということも含めて朝日新聞の論壇に投稿した２）。

後の調査によると，インフラの完全復旧は，電気が7日後，

水道が55日後，ガスが80日後ということであった３）。もし，

IHヒーターやヒートポンプがもっと普及していたとしたな

らば，被害はずっと少なくなっていたことだろう。

震災直後の1月21日のこと，私の研究室出身で日建設計

大阪本社勤務の高橋直樹君と関西電力社長令嬢の秋山典子

さんとの結婚披露宴で媒酌の大役を仰せつかっていた。前

夜の便で伊丹空港からタクシーで到着した大阪のホテルは

閑散としていた。このような大事にも拘わらず，大銀行の

頭取さんや大会社の社長さんたちが参集し，宴会場の雰囲

気は豪華だったが，空気は重々しかった。震災で友人を失

ったばかりの新婦の友人が語った慟哭の祝辞は，いつまで

も忘れられない。

そのあと，学会長としての仕事は慌ただしく，ようやく

3月6日に被災地を一日視察することができた。その日，新

大阪9：26着ののぞみは7分遅れたが，新婚の高橋君が迎え

に来てくれていた。詳細な調査は学会の調査団が行ってい

たので，私はこの目で実情を確かめ，肌で空気を感じ取る

ことだと思い，二人で歩を進めることとした。

最初に降り立った摂津本山駅を出ると，目の前に5，6階

神戸市長田区の惨状



建のアパートがそのままの形で傾いていたのには驚いた。

やはりテレビで見るのとは違う。ボランティアの若者たち

が手伝いに来ている。アパートの前で水槽の被害を見てい

ると，眼鏡のおじさんに注意され，慌てて学会の腕章をつ

けて，事情を説明し，納得していただいた。

西に向かって歩いて行くと，木造住宅も傾いているし，

屋根の瓦が落ちて，ブルーシートの覆いを掛けて雨露を凌

いでいる家や2階建ての1階部分がつぶれて1階建になった

家など，地獄絵を目の当たりにした。おそるおそる数枚の

写真を撮り，勇気を出してスケッチを描いてみたが，手が

震えるのを禁じえなかった。

国道2号線に出て，西に向かう。4階建て公営住宅の高置水

槽が壊れている。このころになると，助け合いの心が盛り上

がって，「自由にお取りください」という張り紙が目に付く。

道端のおばさんに聞くと，下水処理場は大丈夫とのこと。

JRは住吉駅までで，そこからJRバスに乗ろうとする人が

いっぱい。北へ歩いて阪急の御影駅に辿り着き，王子公園

で下車。そこからタクシーで新幹線の新神戸駅のそばのオ

リエンタルホテルへきたときには，12時40分になっていた。

34階のレストランで昼食を味わっていると，被災者の方々

との格差が身にしみる。遠くを見下ろすと，屋根屋根の青

い養生シートが痛々しく拡がっている。

三宮駅方向へ歩いていくと，歩道が波打っている。三宮

駅周辺のビル街では，傾いていない建築を探すのに苦労す

るほどで，耐震基準の敗北感を覚えた。水平可動ルーバー

が美しかった市庁舎の4階部分が潰されて，5，6階がその

上にずれてのしかかっている。

三宮駅から電車で長田区の鷹取駅で下車したら，焼け跡

が無残に拡がっていて，ここに商店や町工場が建て込んで

いたとは想像できないほど。そこにぽつんと同和会の簡易

トイレが立っていた。ところどころに小さな花が供えられ

ていて，やるせない気持ちになる。瓦礫の前でしゃがみ込

んでいる老人とは対照的にブーツ工場で作業している人を

見た。方々にいろんな張り紙があって，無言のコミュニケ

ーションが図られているのを実感した。しばらく長田地区

の惨状を見回りながら時間の過ぎるのを忘れてしまった。

兵庫駅まで歩き，電車で元町で降りてみると，大きなビ

ルが倒れ掛かって道路を塞いでいる。料亭の女将が斧でぶ

ち壊せとわめいていた。方々に通行止めがあり，回り道を

して三宮駅に辿り着き，電車で灘駅に着いたときは午後6

時になっていた。そこから乗ったタクシーの女性ドライバ

ーは，垂水に住む傾いた家の体の不自由な老人を新大阪駅

まで送ったときには7時間かかったという話をしてくれた。

暗くなってきて，王子公園駅でタクシーを降り，来た道を

戻るように阪急電車で御影駅まで乗って，歩いて住吉駅へ。

そのとき6時55分だった。

JR大阪駅に着いたのが7時15分で，7時半に中華料理屋に

無事到着すると，研究室の卒業生が7人も集まってくれて

いた。大高，堀野，松浦，藤野，高野の諸君に同行してく

れた高橋君とあとから堀川君が加わり，皆体験談をいろい

ろと語ってくれた。日建設計の大高君は一日の生活水量を

測ったところ，家族4人で飲用に2.5r，雑用に10rだった

という話をしてくれた。また皆設備の専門家らしく，水槽

や冷凍機を固定している22φのボルトが引き抜かれていた

という。高置水槽は無事だったが，中の水が大暴れしたた

めにボルトが引き抜かれたという話など普通では考えられ

ないことが起こっていたらしい。震災直後はやはりトイレ

と水で，日が経つにつれて必要なものが変わってくるとい

う話は貴重だった。

こうして神戸の一日は終わった。15年が経った今日，神

戸の復興はめざましいものがある。第二次世界大戦後は焼

け野原からの復興には十数年を費やした。それと比べると

今日の進歩した技術もさることながら，人間の力の逞しさ

には感嘆のほかはない。それでも失われた命は決して返っ

てこない。関東大震災はいつ襲来してもおかしくない，と

いうこの時代，公私にわたっていろいろな準備をしておく

ことの大切さをあらためて痛感する。
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スケッチ　神戸市本山にて
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草加宿は千住宿に次ぐ日光街道注）第二の宿駅（南

北に約1.3d）として発展しました。

宿駅となったきっかけは，慶長元年（1596年）に徳

川氏が，陸奥の駅路として，奥州街道を定めたこと

によります。当時，千住と越谷の間は沼地が多く，

東に迂回しており，この奥州街道をまっすぐにする

新道が，草加を通ったことが草加宿の基とされ，「草

加」の地名は，新道工事で茅野の埋め立てに沢山の

草が使われたことに由来するといわれています。

元禄2年（1689年）3月27日，46歳の松尾芭蕉は，門

人の曽良を伴い，奥州に向けて旅立ちました。「もし

生きて帰らばと，定め無き頼みの末をかけその日よ

うよう早加（草加）という宿にたどり着きにけり。」

と『奥の細道』に記しています。（この日の宿は粕壁

で，当時の草加宿は戸数120軒ほどであったとの記録

が残されています。）

ここでは，芭蕉と曽良が通った古今の草加宿で目

につく「たてものなど」を紹介します。

①浅古家の地蔵堂（草加宿の南端）＜写真1＞

江戸中期，草加の豪商・大和屋の浅古半兵衛が創

建した地蔵堂。建築様式は，本瓦葺（現在は銅板葺）

宝形造りで，正面のみ向拝をつけ，屋根を葺き下ろ

している。宿場町の南境に位置するところから，災

厄を防ぐ境神として崇められていました。像には寛

文7年（1667）と記されていることから，芭蕉と曽良

も旅の途中で拝んだのではと想像されます。

②八幡神社＜写真2＞

安永6年（1777年建立：昭和56年7月再建）。当神社

に保存されている雌雄一対の獅子頭は草加市指定有

形文化財に指定されています。幅80b，高さ83b，

奥行き87bもあり舞に使用される獅子頭に比べると

大型で重量もあり，獅子頭として神幸に供奉したも

のといわれています。頭上に角のある形が雄獅子で，

頭上に宝珠を乗せた形が雌獅子です。

写真1 浅古家の地蔵堂（草加宿の南端）

写真2 八幡宮の獅子頭（左が雄獅子、右が雌獅子）

写真3 街道沿いの中層マンション群



③中層マンション群＜写真3＞

旧日光街道の街道筋を歩いてみると，スレンダー

な中層マンション群が一定方向に向かって建ってい

る様に気づくことでしょう。これは街道が南北にま

っすぐ通っていることと宿場共通の間口が狭く奥行

きのある土地割り（税金の影響）に関係しています。

東武伊勢崎線草加駅周辺の車窓からもその様を見る

ことが出来ます。

④「おせん茶屋」＜写真4＞

かつての宿場の雰囲気をただよわせる茶屋風の建

物。名前は草加せんべいの伝説上の創始者「おせん

さん」にちなんでいます。昭和63年，建設省主催の

第3回手づくり郷土賞「小さなふれあい広場30選」に

選ばれています。

⑤神明神社（草加宿の北端）＜写真5＞

当神社は，名主の先祖が，元和元年（1616年）に宅

地内に小社を建立し，正徳3年（1713年）にこの地へ

移されて草加宿の総鎮守となったと伝えられていま

す。5と10のつく日に市が開かれたことから，この神

社の別名を「市神・神明宮」と呼んでいます。

⑥芭蕉・曽良像（草加宿の北の外れ）＜写真6，写真7＞

神明神社の近くで草加宿の外れになりますが，旧

4号国道を挟み1丁（約100c）ほど離れて立つ芭蕉・

曽良の師弟像があります。草加宿を通り過ぎて六丁

目橋に差し掛かった芭蕉が遅れて歩む弟子の曽良を

振り向いている様に見えます。一行はこれから，松

並木を通って約18d先の粕壁宿（『奥の細道』初日の

宿白地）に向け，歩みを早めたものと想像されます。

普通の歩みで20分，ゆっくり歩いても30分程度の道

のりですが，名物「草加せんべい」をほおばりながら，

旧日光街道草加宿に思いを馳せて歩いてみては如何

でしょうか。

（品質保証部　 啓）
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写真4 おせん茶屋 写真5 神明神宮

写真6 芭蕉像 写真7 曽良像

注）：日光街道は，江戸時代の5街道（東海道，中山道，奥

州街道，甲州街道，日光街道）の一つで江戸から宇都

宮を経て日光に至る街道をいいます。基点は日本橋

で宇都宮までは奥州街道と重なり，終点は日光の鉢

石宿までの21宿で36里（142.8d）の道のりです。
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建建材材試試験験セセンンタターーニニュューースス建建材材試試験験セセンンタターーニニュューースス

ニュース・お知らせ

当センターは平成17年10月に工業標準化法に基づく認証

機関として登録され，JIS製品認証業務を実施しております。

この度，経済産業省の更新審査を受け，平成21年10月3日

付けで，登録認証機関としての登録が更新されました。

これを機により一層，公正で信頼性の高い製品認証事業

を実施し，JISマーク制度の健全な発展と，顧客満足度の向

上に努めて参りますので，今後ともご用命を賜りますよう

お願い申し上げます。

－JISマーク表示制度－
登録認証機関として登録を更新

製品認証本部

ISO審査本部では，下記企業（4件）の品質マネジメントシステムをISO9001（JIS Q 9001）に基づく審査の結果，適合と認め

平成21年11月13日付で登録しました。これで，累計登録件数は2,145件になりました。

登録番号� 登録日� 適用規格� 有効期限� 登録事業者� 住　所� 登録範囲�

RQ2142�
�
�
�
RQ2143※�
�
�
�
�
RQ2144※�
�
�
RQ2145※�

2009/11/13�
�
�
�
2003/9/13�
�
�
�
�
2001/7/9�
�
�
2001/6/16

2012/11/12�
�
�
�
2011/12/25�
�
�
�
�
2010/6/30�
�
�
2010/6/6

阿万窯業1�

1デック�
�
�
�
�
不二熱学工業1　大阪本店�
�
�
不二熱学工業1　東京支社�

兵庫県南あわじ市阿万東町249－2�
＜関連事業所＞�
九州支店�
�
神奈川県横浜市中区相生町6－102�
＜関連事業所＞�
事業部・総務部、東京営業所、名古屋
営業所、北海道営業所�
�
大阪府大阪市中央区南船場2－1－1�
＜関連事業所＞�
名古屋支店、九州支店�
東京都大田区山王2－5－9

屋根材及び屋根付帯物の販売（“7.3
設計・開発”を除く）�
屋根及び屋根付帯物の施工（“7.3設
計・開発”を除く）�
管工事・水道施設工事・土木工事・
鋼構造物工事・機械器具設置工事
の設計、製造及び施工�
�
�
空気調和、給排水衛生、冷蔵冷凍設
備の設計・施工及び付帯サービス�
�
建築設備工事における設計、施工及
びアフターサービス�

ISO 9001：2008�
（JIS Q 9001：2008）�
�
�
ISO 9001：2000�
（JIS Q 9001：2000）�
�
�
�
ISO 9001：2000�
（JIS Q 9001：2000）�
�
ISO 9001：2000�
（JIS Q 9001：2000）�

※他機関からの登録移転のため、登録日・有効期限が他と異なっています。�

登録事業者（平成21年11月13日付）
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ISO審査本部では，下記企業（5件）の環境マネジメントシステムをISO14001（JIS Q 14001）に基づく審査の結果，適合と認め

平成21年11月28日付で登録しました。これで，累計登録件数は600件になりました。

登録事業者（平成21年11月28日付）

RE0596�
�
�
RE0597�
�
�
RE0598�
�
�
RE0599�
�
�
RE0600※�

2009/11/28�
�
�
2009/11/28�
�
�
2009/11/28�
�
�
2009/11/28�
�
�
2004/3/25

ISO 14001：2004／�
（JIS Q 14001：2004）�
�
ISO 14001：2004／�
（JIS Q 14001：2004）�
�
ISO 14001：2004／�
（JIS Q 14001：2004）�
�
ISO 14001：2004／�
（JIS Q 14001：2004）�
�
ISO 14001：2004／�
（JIS Q 14001：2004）�

2012/11/27�
�
�
2012/11/27�
�
�
2012/11/27�
�
�
2012/11/27�
�
�
2010/3/24

東京都世田谷区給田3－2－15�
�
�
鹿児島県南さつま市大浦町7260�
�
�
鹿児島県南さつま市坊津町泊9129
－4�
�
鹿児島県薩摩郡さつま町広瀬3364
－4�
�
東京都渋谷区東一丁目35－1

宍戸コンクリート工業1における「レデ
ィーミクストコンクリートの設計及び製造」
に係る全ての活動�
三和建設1及びその管理下にある
作業所群における「土木構造物の施
工」に係る全ての活動�
上村建設1及びその管理下にある
作業所群における「土木構造物の施
工」に係る全ての活動�
1白川田工務店及びその管理下に
ある作業所群における「土木構造物
の施工」に係る全ての活動�
東京二十三区清掃一部事務組合　
渋谷清掃工場における「可燃ごみの
中間処理」に係る全ての活動�

登録番号� 登録日� 適用規格� 有効期限� 登録事業者� 住　所� 登録範囲�

宍戸コンクリート工業1�
�
�
三和建設1�
�
�
上村建設1�

1白川田工務店�
�
�
東京二十三区清掃一部事務組合�
渋谷清掃工場�

※他機関からの登録移転のため、登録日・有効期限が他と異なっています。�

ISO審査本部では，下記企業（1件）の労働安全衛生マネジメントシステムをOHSAS 18001：2007に基づく審査の結果，適合

と認め平成21年11月28日付で登録しました。これで，累計登録件数は42件になりました。

登録事業者（平成21年11月28日付）

RS0042 2009/11/28 OHSAS 18001：2007 2012/11/27 東京都渋谷区千駄ヶ谷4－25－2�
＜関連事業所＞�
本社、技術センター、東京支店、千
葉支店、札幌支店、関東支店、北陸
支店、横浜支店、名古屋支店、大阪
支店、広島支店、四国支店、九州支
店、東北支店（国際事業部を除く）�

1フジタにおける「建築物及び土木構
造物の設計並びに施工、建設分野の
研究開発業務」に係る全ての活動�

登録番号� 登録日� 適用規格� 有効期限� 登録事業者� 住　所� 登録範囲�

1フジタ�

・JISマーク表示制度による製品認証／製品認証本部　TEL 048－920－3818 FAX 048－920－3824

・マネジメントシステムの第三者審査・登録／ISO審査本部　TEL 03－3249－3151 FAX 03－3249－3156

・法令に基づく性能評価，建設資材・技術の適合証明／性能評価本部　TEL 048－920－3816 FAX 048－920－3823
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�
�
�
�
�
外壁汚れ防止技術の動向：�
三浦 勇雄�
�
�
古民家を再生する：�
小坂　進�
�
ユーザーニーズに基づくテーマ「窓
の簡易防露改修工法の開発」につ
いて：�
大久保 孝昭�
JASS 5 の改定について（改定の経
緯と主なポイント）：�
棚野 博之�
�
�
伝統構法木造住宅について：�
後藤 正美�
�
住宅の長寿命化に向けた取組みに
ついて：�
国土交通省 住宅局 住宅生産課�
�
�
�
�
�
主要構造材に国産檜、冷暖房に頼
りきらない『涼温房』の暮らしを提案：
田中 康夫、宍戸 俊之�
�
�
「錠の実用性能認定制度」について：
坂上 晃一�
�
家まるごとで住宅のCO２排出量削減
～省エネ効果の向上に係わる照明・
住宅設備機器などの利用効果につ
いて～：脇　清隆／能勢　誠�
�
伝統的木造住宅の耐震性能：�
大橋好光�

巻頭言�

1�
�
�
�
�
2�
�
�
�
�
3�
�
�
�
�
4�
�
�
�
�
5�
�
�
�
�
6�
�
�
�
�
7�
�
�
�
�
8�
�
�
�
�
9�
�
�
�
�
10�
�
�
�
�
11�
�
�
�
�
12

寄　稿� 技術レポート� 業務報告� 規格基準紹介�

�
新年のご挨拶：�
田中 正躬�
�
住宅の長寿命化
技術開発に向け
て：野口 貴文�
�
木質系セメント板
の品質管理：�
朝田 英信�
�
低炭素社会への
貢献～木材資源
のマテリアル利用：
井邉 博行�
活断層調査情報
の建築生産への
活用：岡田 恒男�
�
�
建築士と医師：�
山中 保教�
�
�
「守成」の時代：
辻　文三�
�
まだ自然の恵み
に甘え過ぎている：
小西 敏正�
�
錠前の実用性能
認定制度につい
て：加藤 海士郎�
�
�
就任のご挨拶：
尾沢 潤一�
�
品質のトレードオ
フを克服したコン
クリートの高品質
化：辻　幸和�
時代のニーズに
合った建築物の
整備を目指して：
金井昭典�

�
�
�
�
再生粗骨材を石灰石砕石に置換
使用した再生骨材コンクリートの
諸性質（その1）フレッシュ性状及
び圧縮強度・静弾性係数：　　啓�
再生粗骨材を石灰石砕石に置換
使用した再生骨材コンクリートの
諸性質（その2）乾燥収縮、耐凍結
融解性及び促進中性化：　　啓�
木材・プラスチック再生複合
材の長期耐久性に関する研
究（耐候性能及び評価方法
に関する検討）：大島　明�
筋かい耐力壁の壁高さ及
び壁長さの違いがせん断
耐力に及ぼす影響に関す
る実験的研究：守屋 嘉晃�
木材腐食予測のための基
礎的実験：庄司秀雄・齋藤
宏昭・大島明�
�
過去30年間に実施したセメ
ント及び骨材の試験結果の
変動とコンクリート材料に関
する一考察：中村 則清�
�
�
�
�
住宅用基礎に用いる組立鉄
筋ユニットを配筋した鉄筋コ
ンクリート造基礎梁に関する
実験的研究：中村 陽介�
屋上緑化防水用耐根シー
ト試験方法の検討：�
清水市郎�
�
木材・プラスチック再生複合
材の長期耐久性に関する研
究（温度依存性及び表面性
状に関する検討）：大島　明�
内付けブラインドの断熱性
能及び日射遮へい性能に
関する実験的研究：�
田坂太一�

�
�
�
�
�
防水シートを用いた耐根防
水システムの性能試験�
�
建築基準法第2条第九号
の認定に係る不燃材料の
防火性能試験�
�
�
畳床の性能試験�
�
�
�
24時間換気システムの�
性能試験�
�
�
エンクローズ溶接継手を有
する鉄筋の性能試験�
�
�
断熱材中のフロンの分析�
�
�
�
�
�
�
実験室におけるコンクリート
床上の床仕上げ構造の床
衝撃音レベル低減量試験�
�
�
ダンパー用鋼材の塩水�
噴霧試験�
�
�
透湿防水シートの性能�
試験�
�
防災機器保管庫の扉用自
動解錠装置「あんしん解錠
装置」の振動実験�

�
�
�
�
ISO9000シリーズ～�
ISO9001:2008　追補改訂
版の解説�
�
JIS A 1901「建築材料の揮発性有機化
合物（VOC），ホルムアルデヒド及び他
のカルボニル化合物放散測定方法－
小形チャンバー法」の改正について�
�
�
�
�
JASS5T－608「電磁誘導
法によるコンクリート中の鉄
筋位置の測定方法」：�
在原 将之�
JIS A 5440（火山性ガラス
質複層板（VSボード））の改
正について�
�
JIS A 5005（コンクリート用
砕石及び砕砂）の改正に
ついて�
�
�
�
�
�
［調査研究紹介］建材製品
における含有物質の情報
提供に関する標準化調査
研究：菊地 裕介�
�
�
�
�
�
�
�
�
JIS A 6517（建築用鋼製下
地材（壁・天井））の改正に
ついて�

＜特集＞環境と建築材料�
1.低炭素社会と建築・建築材料：伊香賀俊治／2.建築材料にかかわる環境法令の現状／3.環境に配慮した建材の試験・
評価①環境配慮型建材：藤本哲夫②省エネルギー型建材：田坂太一③ヒートアイランド対策技術：萩原伸治④資源再生
材料：大島　明�

＜小特集＞ヒートアイランド対策�
1. 都市のヒートアイランド現象：三上 岳彦／2. 建材から見たヒートアイランド対策：近藤 靖史／3. 環境技術実証事業におけ
るヒートアイランド対策分野：重松 賢行／4. 東京都のヒートアイランド対策：安部 俊宏／5. 大阪府のヒートアイランド対策：笠
松 正広／6. 実証運営機関・実証機関での取り組み：村上 哲也�

「建材試験情報」年間総目次



55&建材試験センター　建材試験情報 1 ’10

基礎講座�

1�
�
�
�
�
2�
�
�
�
�
3�
�
�
�
�
4�
�
�
�
�
5�
�
�
�
�
6�
�
�
�
�
7�
�
�
�
�
8�
�
�
�
�
9�
�
�
�
�
10�
�
�
�
�
11�
�
�
�
�
12

試験設備紹介・�
業務案内� 連載� その他�

�
�
�
�
音の基礎講座⑨�
床衝撃音遮断性能�
：緑川　信�
�
�
安全衛生マネジメントのススメ（1）：�
香葉村 勉�
�
音の基礎講座⑩室内音響（最終回）：�
緑川 信�
屋根を考える（第1回）長寿命化：�
五十嵐 重雄�
�
安全衛生マネジメントのススメ（2）：�
香葉村 勉�
�
�
屋根を考える（第2回）�
環境・省エネ：五十嵐 重雄�
�
�
安全衛生マネジメントのススメ（3）：�
香葉村 勉�
�
�
屋根を考える（第3回）�
安全･安心：五十嵐 重雄�
�
�
安全衛生マネジメントのススメ（4）：�
香葉村 勉�
�
屋根を考える（最終回）�
景観・屋根のデザイン：�
五十嵐 重雄�
�
�
安全衛生マネジメントのススメ（5）：�
香葉村 勉�
�
�
建築耐火の基礎講座①�
火災の現状と耐火の概念：常世田昌寿�

＜かんきょう随想（21）＞�
国際太陽エネルギー学会
神戸大会：木村建一�
�
＜たてものづくり随想（最
終回）＞最後は仕上につ
いて考える：小西 敏正�
�
＜旅先でみつけたディテー
ル（4）＞「床を撮る」：�
真鍋恒博�
�
＜かんきょう随想（22）＞�
地下の大空間：�
木村 建一�
�
＜旅先で見つけた建物の
ディテール（第1回）＞�
進化するログハウス：�
菊池 雅史�
＜旅先で見つけたディテー
ル（5）＞「屋根・壁・その他」：
真鍋恒博�
�
＜かんきょう随想（23）＞�
オール電化モデル住宅の
居住実験：木村 建一�
�
＜旅先で見つけた建物の
ディテール（第2回）＞�
文化として根付いた北欧の
リニューアル：菊池 雅史�
�
＜建物の維持管理（第１回）＞：
村島 正彦�
�
＜かんきょう随想（24）＞�
フェルメールとの出会い：
木村建一�
�
＜旅先で見つけた建物の
ディテール（第3回）＞�
組積造建物の壁面のなぞ：�
菊池 雅史�
＜建物の維持管理（第2回）＞：
村島正彦�

内部執筆：ISO／TC146／SC6（大気の
質／室内空気）ベルリン会議参加報告
／たてもの建材探偵団：ヨーロッパの木
造建築／年間総目次�
古い住宅に学ぶ：武相荘（旧白洲次郎・
正子邸）築150年／たてもの建材探偵団：
ルーマニアの三世代住宅�
�
古い住宅に学ぶ（2）：彦部家（群馬県桐
生市）築390年／海外出張報告：東京理
科大学及び国立台湾科学技術大学によ
る建築火災安全工学セミナー�
古い住宅に学ぶ（3）：S邸（埼玉県比企郡）
築約270年／たてもの建材探偵団：草加
市歴史民俗資料館（旧草加小学校西校
舎）�
�
たてもの建材探偵団：堂島ビルヂング（通
称「堂ビル」）／平成21年度事業計画�
�
古い住宅に学ぶ（4）：M邸（千葉県印西市）
築約220年／たてもの建材探偵団：古レ
ールを利用した駅施設（JR山手線大塚駅）�
�
たてもの建材探偵団：草加シリーズ　東福
寺／国際会議報告：ISO/TC163（建築環境
における熱的性能とエネルギー使用）/SC1（試
験及び計測方法）チューリッヒ会議�
�
試験報告：高反射率塗料の性能試験／
平成20年度事業報告（抜粋）�
�
�
たてもの建材探偵団：自由学園　明日館�
�
�
内部執筆◆コンクリートコアの圧縮強度
試験方法（JIS A 1107）の規格改正に向
けて：鈴木澄江／たてもの建材探偵団：「草
加松原団地」の建替え事業�
たてもの建材探偵団：草加シリーズ　甚
左衛門堰（県指定文化財）�
内部執筆◆2009年度日本建築学会大
会（東北）に参加して�
内部執筆◆新JISマーク表示制度の運
用状況：丸山慶一郎／たてもの建材探
偵団：大谷石と大谷石建築�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
ASR試験室及び無機分析
室：中央試験所�
�
�
「工事用材料試験所」の�
ご案内�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
壁式構造による標準床を
用いた床衝撃音レベル低
減量測定�
�
�
塵埃試験機�
�
�
�
赤外分光光度計（FTIR）
用積分球�
�
�
“恒温恒湿構造試験室”�
が完成�

（2009 VOL45. 1月～12月）
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数週間前であるが，「CO２濃度385ppmを越える」との報道があった。

そして大変なことになっていると実感するとともに，何か責任のような

ものも感じさせられた。

大学院で自分の講義を持ったのは，今から27年前の1982年のことであ

る。教員にとって授業は本務中の本務で，大緊張であった。ただ大学院

の授業は専門としていることを，15回程度話せばよい。学部の授業が，

がんじがらめであるのに比べて自由である。逆に何をしゃべろうか悩む

のであるが，「建設物耐久性特論」という訳のわかったようなわからない

ような講義をでっちあげた。建設材料の耐久性は自然環境の影響を強く

受ける。そのひとつはCO２である。そして授業では黒板に，当時の濃度

340ppmをデカデカと板書した。ところが何と今は385ppmである。今年

はこれをプロジェクターでデガデガと映した。（最近の授業では，黒板

を使わないことが多いのです。）今までぼやっと環境問題，CO２濃度と，

お題目的に学生に話していたが，45ppmものとんでもない量が増えたの

である。しかも筆者の授業担当のわずかな期間の間に，である。

今月の特集は建物の長寿命化である。建築の側からの環境問題解決の

切り札である。お題目ではなく，できることからすぐ始めなければなら

ないとあらためて思わされている。 （編集委員長　田中享二）

ご購読ご希望の方は，上記㈱工文社
までお問い合せ下さい。

新年あけましておめでとうございます。時のうつろいは速いもので，

ミレニアムと騒いで迎えた20世紀の終わりから，丸10年が過ぎ去って

しまいました。読者の皆様も押し並べて10歳の年を重ねられたという

ことです。10年前の特集では建築基準法の改正に伴う性能規定化の特

集を組んでおりました。性能規定化が定着したかの議論は脇に置くこ

とにして，そのころから建設投資はどんどん細り，一方で環境問題が

どんどんクローズアップされてきましたが，建設業界の大きな流れは

同一軌軸で推移してきているのではないでしょうか。

今回の特集では「長寿命化と建築」をテーマに，それぞれの分野の

皆様に寄稿を頂きました。持続可能な社会の実現のためには建物の長

寿命化と脱CO２社会の実現が欠かせないテーマです。次の10年後の向

こう側には何が見えますか。道路には電気自動車が行きかい，郊外に

は太陽光発電パネルで埋め尽くされたゼロエミッション住宅が建ち並

び，そこではCO２の排出量はすでに1980年代並に抑えられた成熟した

都市の景観が見えます。小職の初夢が正夢になることを祈るばかりで

す。 （川上）

禁無断転載

八重洲ブックセンター，丸善，ジュンク
堂書店の各店舗でも販売しております。
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